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 本資料は、「視聴覚メディアの提供に関する加盟国の法、規制又は行政行為

により実現される特定の条文の調和に関する欧州議会及理事会の 2010年３月

10日の指令 2010/13/EUを、変化する市場の状況の観点から改正する指令

2018/1808」（OJ L 303, 28.11.2018, p. 69–92）（翻訳者注：以下

「2018/1808/EU指令」という。）を翻訳したものである。 

 2018/1808/EU 指令は、前文及び４条により構成されるものであり、そのうち

第１条は、既定の視聴覚メディア・サービス指令（2010/13/EU 指令）を改正す

るものである。以下の翻訳に当たって、第１条に関しては、2010/13/EU 指令の

改正を溶け込ませたものを翻訳し、前文及び第２条から第４条までに関しては、

2018/1808/EU指令の規定をそのまま翻訳している。2010/13/EU指令をに改正部

分を溶け込ませた前者については、追加された箇所に下線を引いているが、一方

で、削除された箇所は表示していない。削除された箇所を含む新旧を比較する場

合には、2018/1808/EU指令や参考文献に掲げた Institute of European Media 

Lawの資料を参照されたい（なお、破線下線は、拙訳（慶応義塾大学メディア・

コミュニケーション研究所紀要第 68 号 85 頁以下）に対する表現の適正化等の

ための修正であり、2018/1808/EU指令による改正ではない。） 

 翻訳については、今後とも、各位の批判を仰ぎながら精査を重ねたいと考えて

いるが、早速に公開することによって、EU のメディア政策について多少なりと

も関心が高まれば幸甚である。 

 

  

                                                   
#本資料は、筆者が属している、又は属していたことがある組織の解釈等を示すものではなく、

すべて筆者の個人的な解釈等である。 
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視聴覚メディアの提供に関する加盟国の法、規制又は行政行為により実現され

る特定の条文の調和に関する欧州議会及理事会の 2010年３月 10日の指令

2010/13/EUを、変化する市場の状況の観点から改正する指令 2018/1808 

 

欧州議会と欧州理事会は、 

欧州連合の運営に関する条約、特に第 53条第１項及び第 62条にかんがみ、 

欧州委員会からの提案にかんがみ、 

法案を加盟国議会に転送した後、 

欧州経済社会評議会の意見1にかんがみ、 

地域委員会の意見2にかんがみ、 

通常の法制手続に沿って3、 

以下の諸点を考慮し、 

 

（１）理事会 89/552/EEC 指令4に関する最近の実質的な改正は、欧州議会及び

理事会 2007/65/EC 指令5の採択によって 2007 年に行われた（後に欧州

議会及び理事会 2010/13/EC指令6によって統合）。それ以来、視聴覚メデ

ィア・サービス市場は、テレビジョンとインターネット・サービスの進行

中の融合の結果、著しくかつ急速に進化してきた。技術的な発展によって、

新たなサービスの形態や利用者の経験が可能となっている。視聴習慣は、

特に若年層において著しく変化してきた。テレビのスクリーンが引き続

き視聴覚経験を共有する重要な機器となっている一方で、多くの視聴者

                                                   
1 OJ C 34, 2.2.2017, p.157. 
2 OJ C 185, 9.6.2017, p.41. 
3 Position of the European Parliament of 2 October 2018(官報未掲載) and decision of 

the Council of 6 November 2018. 
4 Council Directive 89/552/EEC of 3 October 1989 on the coordination of certain 

provisions laid down by law, regulation or administrative action in Member States 

concerning the pursuit of television broadcasting activities (OJ L 298, 17.10.1989, p23). 
5 Directive 2007/65/EC of the European Parliament and of the Council of 11 December 

2007 amending Council Directive 89/552/EEC on the coordination of certain provisions 

laid down by law, regulation or administrative action in Member States concerning the 

pursuit of television broadcasting activities (OJ L 332, 18.12.2007, p.27). 
6 Directive 2010/13/EU of the European Parliament and of the Council of 10 March 

2010 on the coordination of certain provisions laid down by law, regulation or 

administrative action in Member States concerning the provision of audiovisual media 

services (Audiovisual Media Services Directive) (OJ L 95, 15.4.2010, p.1). 



は、他の機器、持ち運び可能な機器により、視聴覚コンテンツを見ている。

伝統的なテレビのコンテンツは、引き続き、１日の平均視聴時間の大部分

を占めている。 

 

   しかしながら、コンテンツの新しい形態、例えば、短時間のビデオや利用

者生成コンテンツは、その重要性を増し、また、いまやビデオ・オンデマ

ンド・サービスやビデオ共有プラットフォームの提供者等の新たなプレ

イヤーが生まれている。 

 

（２）2015年５月６日、欧州委員会は、「欧州のためのデジタル単一市場戦略」

を採択し、2010/13/EU 指令を見直すとした。 

 

（３）2010/13/EU 指令は、主たる目的が知らせ、楽しませ、教育するための番

組の提供に関するサービスのみに適用されるべきである。また、主たる目

的の条件については、当該サービスが、その提供者の主たる活動から分離

できる視聴覚コンテンツ及び形式かどうかで検討されるべきである（例

えば、電子新聞の中でも、主たる活動から分離できると考えられる視聴覚

番組や利用者生成ビデオのスタンド・アローンの部分は指令の対象とな

る。）。文字で書かれたニュースの提供等の主たる活動と視聴覚での提供

との間の結びつきがあれば、主たる活動から分離できないと考えるべき

である。このように、提供者の編集責任の下にあるチャンネルや他の視聴

覚サービスは、編集責任がないことを特徴とするビデオ共有プラットフ

ォームの枠組で提供されたとしても、視聴覚メディア・サービスとなり得

る。この場合、そのサービスの 2010/13/EU指令の遵守は、編集責任を有

する提供者が担う。 

 

（４）ビデオ共有プラットフォーム・サービスは、公衆、特に若年層のアクセス

が増加している視聴覚コンテンツを提供している。また、ソーシャル・メ

ディア・サービスも、番組や利用者生成ビデオへのアクセスの提供等によ

り、情報を共有するととこもに、楽しませ、教育するための重要なメディ

アとなったことも事実である。これらのソーシャル・メディア・サービス

についても、2010/13/EU 指令の範囲に含める必要がある。なぜならば、



これらのサービスは、視聴覚メディア・サービスと同じ視聴者や収入につ

いて競争しているからである。さらに、これらのサービスは、利用者が他

者の意見を形成し、影響を与える可能性を促進する点に関して重要な影

響力を有している。このため、未成年者を有害なコンテンツから保護し、

憎悪、暴力又はテロリズムの扇動からすべての市民を保護するために、こ

れらのサービスは、ビデオ共有プラットフォーム・サービスの定義に該当

する限り、2010/13/EU指令の適用範囲に含まれるべきである。 

 

（５）2010/13/EU 指令の目的は、ソーシャル・メディア・サービスを規制する

ことではないが、ソーシャル・メディア・サービスも、番組及び利用者生

成ビデオの提供が当該サービスの不可欠な機能を構成するならば、指令

の対象に含まれるべきである。視聴覚コンテンツがソーシャル・メディ

ア・サービスの活動の単なる補完であったり、従たる部分を構成するもの

でないならば、番組及び利用者生成ビデオの提供は、ソーシャル・メディ

ア・サービスの不可欠な機能を構成すると考えられる。施行の透明性、効

果性、一貫性を確保するため、欧州委員会は、要すれば、連絡委員会と協

議した後、「ビデオ共有プラットフォーム・サービス」の定義に係る不可

欠な機能の基準に関する実用的なガイドラインを示すべきである。その

ガイドラインは、ビデオ共有プラットフォーム提供者が講ずる措置によ

り達成される一般的な公共の利益の目的及び表現の自由の権利に十分配

慮して作成されるべきである。 

 

（６）サービスの中の分離可能な部分が 2010/13/EU 指令の目的においてビデ

オ共有プラットフォーム・サービスを構成する場合、当該部分のみ、また、

番組及び利用者生成ビデオに関する部分のみ当該指令の対象とすべきで

ある。新聞や雑誌の電子版の社説に組み込まれたビデオ・クリップや、

GIF 等の動く画像は、201/13/EU 指令の対象とすべきではない。ビデオ

共有プラットフォーム・サービスの定義には、私的なウェブサイトや非営

利目的のコミュニティの視聴覚コンテンツの提供等の非経済的活動が含

まれないようにすべきである。 

 

（７）この指令の効果的な施行を確保するため、加盟国は、管轄下にある視聴覚



メディア・サービス提供者及びビデオ共有プラットフォーム提供者の記

録を更新し、その記録を権限のある独立規制当局又は団体及び欧州委員

会と定期的に共有することが重要である。記録には、権限の根拠となる基

準に関する情報が含まれるべきである。 

 

（８）管轄する国を明らかにするためには、2010/13/EU 指令に規定する基準に

係る事実関係の評価が必要である。この事実関係の評価によって、対立す

る結果が生まれるかもしれない。当該指令に規定する協力の手続の適用

に当たっては、欧州委員会は、信頼できる事実に基づく発見に立脚するこ

とが重要である。このため、欧州視聴覚メディア・サービス規制者グルー

プ（ERGA）には、欧州委員会の求めに応じて、権限に関して意見を述べ

る権能が与えられるべきである。欧州委員会は、その協力の手続の適用に

当たって、ERGAに協議することを決する場合、連絡委員会に対しては、

協力の手続の下で加盟国から受領した通知及び ERGAの意見を通知する

べきである。 

 

（９）視聴覚メディア・サービスの提供及び受信の自由を制限する手続及び条件

は、リニア及びノンリニアのサービスで同一にすべきである。 

 

（10）欧州司法裁判所（以下「裁判所」という。）の判例に従い、一般的な公共

の利益（消費者保護の高度な水準の確保等）を無視したことを理由として、

条約で保障するサービス提供の自由を制限することは、その制限が正当

化され、比例的であり、必要である場合、可能である。加盟国は、

2010/13/EU 指令によって調和された分野以外での消費者保護のルール

の実施のための措置が講じられるようにすべきである。消費者保護の取

組を実施するために加盟国が講ずる措置は、ギャンブル広告に関連する

ものも含め、正当化され、追及する目的に対して比例的であり、裁判所の

判例において必要とされた範囲とすべきである。いかなる場合であって

も、加盟国は、自国内において、他の加盟国から発信されたテレビジョン

放送の再送信を停止するような措置を講じてはならない。 

 

（11）加盟国は、欧州委員会に対して、メディア・サービス提供者が、2010/13/EU



指令によって調和された分野における一層厳しいルールの適用を回避す

るために他の加盟国に開業したと通知する場合、信頼でき、かつ、趣旨に

関して十分に具体的なものを提示するべきである（一層厳しいルールと

は、仮に通知する加盟国において開業したならば適用されるもの）。その

ような証拠は、回避行動が行われたと合理的に認められる補強的な事実

を詳述するものとすべきである。 

 

（12）より良い結果のためのより良い規制に関する欧州議会及び理事会へのコ

ミュニケーション－EU アジェンダにおいて欧州委員会が強調したこと

は、政策による解決策を考える場合、規制による方法及び十分に設計され

た非規制の方法の両方を、より良い自主規制及び共同規制のための共同

体の実践及び原則を踏まえ、検討するということである。指令によって調

和された分野における行動規範のいくつかは、より良い自主規制及び共

同規制の原則に沿えば、十分に設計できる。法的な支えが存在することは、

自主規制及び共同規制の行動規範の遵守のための重要な成功要因である。

行動規範が特別な目標や目的を示し、その目的に関して、定期的に、透明

に、独立して監視や評価を行うようにすることも重要である。行動規範に

は、効果的な執行も規定するべきである。2010/13/EU 指令によって調和

された分野で採択される自主規制及び共同規制の行動規範は、この原則

に従うべきである。 

 

（13）これまでの実績によれば、自主規制及び共同規制の手法はともに、加盟国

におけるそれぞれの法の伝統に従って実施すれば、消費者保護の高度な

水準を確保するための重要な役割を果たし得る。成長する視聴覚メディ

ア・サービス分野における一般的な公共の利益の達成のための措置は、サ

ービス提供者の積極的な支援とともに行われるならば、より効果的にな

る。 

 

（14）自主規制は、経済的事業者や社会的パートナー、非政府組織・団体が当事

者間及び当事者内の共通的なガイドラインの採択を可能とする自発的な

取組である。これらの者は、ガイドラインの改善、監視、執行の責任を有

する。加盟国は、効果的な自主規制について、それぞれの法の伝統に従っ



て、法的、司法的、行政的メカニズムの補完及び 2010/13/EU 指令の目的

の達成のための有効な貢献策として、その役割を認識する。しかしながら、

自主規制は、2010/13/EU指令の特定の条文を執行するための補完的な方

法となるものであり、各加盟国の立法者の義務の代替とするべきではな

い。共同規制は、加盟国の法の伝統に従って、その最小限の形態として、

自主規制と各国の立法者の間の法的な関係性を与える。共同規制におい

ては、規制の役割は、利害関係者と、政府又は規制当局若しくは団体との

間で分配される。規制当局の適当な役割としては、共同規制の仕組の理解、

その過程の監査、仕組に対する資金提供が含まれる。共同規制は、その目

的に沿わないような事態が生じた場合、国の関与の可能性を認めるべき

である。国内法制化に関する加盟国の正式な義務を妨げることなく、

2010/13/EU 指令は、自主規制及び共同規制の利用を奨励する。これは、

加盟国に対して、自主規制又は／及び共同規制の仕組の構築を義務化す

るものでもなく、加盟国において既に実施中であり、効果的に機能してい

る既存の共同規制の取組を妨げたり、否定するものでもない。 

 

（15）メディア所有の透明性は、表現の自由に直接関係するものであって、民主

主義システムの基礎である。メディア・サービス提供者の所有構造に関す

る情報は、その所有によって、提供されるサービスのコンテンツを管理し、

重大な影響力を行使しているならば、利用者がそのコンテンツに関して

しかるべき情報に基づいて判断を下せるようになる。加盟国は、メディ

ア・サービス提供者の所有構造に関する情報に関して、関連する基本的な

権利及び自由の意義が尊重され、当該措置が必要で比例的であるならば、

利用者によるアクセスの可能性及び程度を決定できるようにすべきであ

る。 

 

（16）視聴覚メディア・サービスの特殊な性質、特に人々の意見形成に対する影

響力があるため、利用者は、サービス内のコンテンツの責任者を知る正当

な利益を有する。表現の自由の強化及びその拡張としてのメディアの多

様性の促進並びに利益相反の回避のため、加盟国は、利用者がいつでも視

聴覚メディア・サービス提供者に関する情報に簡易かつ直接アクセス可

能とすることが重要である。所有構造及び株主に関する情報について、ど



こまで利用可能とするかは各加盟国が決めることである。 

 

（17）企業及び加盟国の当局に対して一貫性と確実性を付与するため、「暴力又

は憎悪への扇動」の意義は、2008/918/JHA 理事会枠組決定7における定

義と一定程度一致するとすべきである。 

 

（18）電子通信ネットワークを介したコンテンツの伝播方法の進化を考慮する

と、テロリズムの扇動から公衆を保護することは重要である。このため、

2010/13/EU 指令は、視聴覚メディア・サービスがテロリストの攻撃の挑

発を公開することがないように措置すべきである。企業及び加盟国の当

局に一貫性と確実性を付与するため、「テロリストの攻撃の挑発の公開」

の意義は、欧州議会及び理事会 2017/541/EU指令8における定義と一定程

度一致すべきである。 

 

（19）親及び未成年者を含む視聴者が十分な情報に基づき視聴するコンテンツ

を決定できるようにするため、視聴覚メディア・サービス提供者は、未成

年者の肉体的、精神的、道徳的な発展を阻害するおそれのあるコンテンツ

に関する情報を十分に提供することが必要である。このため、例えば、コ

ンテンツの性格を示すコンテンツ記述システム、音響による警告、視覚的

なシンボル等により、コンテンツの性質を描写することが考えられる。 

 

（20）テレビジョン放送サービスに適用される未成年者の保護のための適切な

措置は、オンデマンド視聴覚メディア・サービスにも適用されるべきであ

る。これにより、保護の水準を引き上げるべきである。指令による調和は

最小限であるため、加盟国は、未成年者の肉体的、精神的、道徳的な発展

を阻害するおそれのあるコンテンツに対する、より高い保護水準を確保

することが可能である。最も有害なコンテンツは、未成年者の肉体的、精

神的、道徳的な発展を阻害するおそれがある一方、必ずしも犯罪行為とは

                                                   
7 Council Framework Decision 2008/913/JHA of 28 November 20018 on combating 

certain forms and expressions of racism and xenophobia by means of criminal las (OJ L 

328, 6.12,2008, p.55).  
8 Directive (EU) 2017/541 of the European Parliament and of the Council of 15 March 

2017 on combatting terrorism and replacing Council Framework Decision 

2002/475/JHA and amending Council Decision 2005/671/JHA (OJ L 88, 31.3.2017, p.6).  



ならないが、暗号化や効果的なペアレンタル・コントロール等の最も厳し

い措置に服すべきである。この場合でも、加盟国がより厳しい措置を採択

することを妨げない。 

 

（21）欧州議会及び理事会 2016/679/EU 規則9は、子供がその個人データの処理

に関して特別の保護を享受することとしている。メディア・サービス提供

者による児童保護の仕組の設置は、必ず未成年者の個人データの処理を

行うこととなる。その仕組が児童保護を目的とすることを踏まえると、児

童保護の仕組の枠組において処理される未成年者の個人データは、商業

目的として利用すべきではない。 

 

（22）視聴覚メディア・サービスへのアクセシビリティを確保することは、国連

障害者権利条約に基づき講じられるコミットメントの文脈において不可

欠な条件である。2010/13/EU 指令の文脈において、「障害者」の語辞は、

当該指令が対象とするサービス、すなわち視聴覚メディア・サービスの性

質に照らして解釈されるべきである。障害を有する者及び高齢者が欧州

連合の社会及び文化生活に参加し、差別されない権利は、アクセス可能な

視聴覚メディア・サービスの提供と関係性がある。このため、加盟国は、

遅滞なく、管轄下にあるメディア・サービス提供者が積極的にコンテンツ

を障害者、特に視覚又は聴覚の障害を有する者からのアクセスを可能と

する措置を講ずるよう確保すべきである。アクセシビリティの条件は、完

全なアクセシビリティを拒む実際的で回避不可能な制約条件（リアルタ

イムで放送される番組又はイベント等）を考慮しつつ、発展的かつ継続的

な過程を通じて達成するようにすべきである。メディア・サービス提供者

が視覚又は聴覚の障害を有する者へのアクセシビリティの進展の程度を

計測するため、加盟国は、領域内に開業したメディア・サービス提供者に

対して、定期的に報告するよう求めるべきである。 

 

（23）2010/13/EU 指令の下で視聴覚メディア・サービスのアクセシビリティを

                                                   
9 Regulation (EU) 2016/679 of the European Parliament and of the Council of 27 April 

2016 on the protection of natural persons with regard to the processing of personal 

data and on the free movement of such data, and repealing Directive 95/46/EC 

(General Protection Regulation) (OJ L 119, 4.5.2016, p.1). 



実現する方法として、手話、聴覚障害者又は難聴者に対する字幕、口頭に

よる字幕、解説放送が含まれるべきである（ただし、これだけに限定され

るわけではない。）。ただし、この指令は、視聴覚メディア・サービスへの

アクセスを提供する取組やサービスを対象としておらず、また、電子番組

ガイド（EPG）のアクセシビリティも対象としていない。このため、この

指令は、視聴覚メディア・サービスへのアクセスを提供するサービス（ウ

ェブサイト、オンラインのアプリケーション、EPG）のアクセシビリティ

や、アクセス可能なフォーマットによるアクセシビリティに関する情報

の提供を調和する目的の欧州連合の法を妨げない。 

 

（24）緊急情報の提供に当たって、障害者がアクセス可能な方法により提供す

ることが不可能な場合もある。そのような例外的な事例によって、視聴覚

メディア・サービスを通じた緊急情報の公開が阻害されてはならない。 

 

（25）2010/13/EU 指令は、加盟国が、定義された一般的利益の目的（メディア

の多元性、言論の自由及び文化の多様性）の下で、一般的利益を有するコ

ンテンツを適切に目立たせるようにする義務を課すことを妨げない。当

該義務は、加盟国が欧州連合の法に従って明確に定義した一般的利益の

目的の達成のために必要な場合のみに課されるべきである。加盟国は、適

切に目立たせるルールを課すことを決した場合、正統な公共政策の観点

から比例的な義務のみを事業者に課すべきである。 

 

（26）メディア・サービス提供者の編集責任及び視聴覚ヴァリュー・チェーンを

保護するため、メディア・サービス提供者によって供給される番組及び視

聴覚メディア・サービスの完全性を保障することが不可欠である。番組及

び視聴覚メディア・サービスは、メディア・サービス提供者の明示の同意

がない限り、短縮、改変、中断して伝送し、又は、商業目的のために重畳

してはならない。加盟国は、サービスの受信者が私的目的のために取り掛

かり、又は正当と認められた重畳（個別の通信の結果としての重畳等）に

ついては、メディア・サービス提供者の同意を要しないことを措置すべき

である。機器又は番組のナビゲーションの運用のために必要なユーザー・

インターフェイスの管理的要素（音量バー、検索機能、ナビゲーション・



メニュー又はチャンネルのリスト等）の重畳も同意の対象とすべきでは

ない。正統な重畳（警告情報、一般的な公共の利益に係る情報、メディア・

サービス提供者が行う字幕又は商業通信の重畳等）も同意の対象とすべ

きではない。欧州議会及び理事会 2015/2120/EU 規則第３条第３項を妨

げることなく、データ・ファイルの容量を削減するデータ圧縮技術及び配

信に係るサービスに適用される技術（分解及びコーディング等）も、コン

テンツの改変がない限り、同意の対象とすべきではない。 

 

   番組及び視聴覚メディア・サービスの完全性を保護するための措置は、欧

州連合の法に従って、加盟国が明確に定義した一般的公共の目的に合致

するために必要な場合に課されるべきである。当該措置は、正統な公共政

策の観点から比例的な義務のみを事業者に課すべきである。 

 

（27）オンデマンド視聴覚メディア・サービスにおけるアルコール飲料の視聴

覚商業通信は、スポンサーシップ及びプロダクト・プレイスメントの例外

とともに、2010/13/EU指令に規定するアルコール飲料のテレビジョン広

告及びテレショッピングに適用される基準に従うべきである。アルコー

ル飲料のテレビジョン広告及びテレショッピングに適用される基準のよ

り詳細なものについては、その性質上番組と分離しているスポット広告

に限定される。このため、そのより詳細な基準については、番組に関係し、

番組の完全性の一部である、スポンサーシップ及びプロダクト・プレイス

メント等の他の商業通信には適用されない。したがって、より詳細な基準

は、オンデマンド視聴覚メディア・サービスのスポンサーシップ及びプロ

ダクト・プレイスメントにも適用すべきではない。 

 

（28）栄養に関する公知のガイドラインが、国内及び国際レベルに規定されて

おり（WHO 欧州地域事務所の栄養プロファイル・モデル等）、食事の子

供向けテレビ広告の文脈では、栄養構成の観点から活用できる。加盟国は、

塩、砂糖、脂肪を多く含み、又は国内及び国際の栄養に関するガイドライ

ンに適合しない食事及び飲料の視聴覚商業通信について、自主規制及び

共同規制の効果的な利用によって（行動規範等を通じて）、子供のそれら

の視聴覚商業通信に触れる機会を減らすよう奨励すべきである。 

 



（29）同様に、加盟国は、自主規制及び共同規制の行動規範によって、子供及び

未成年者がアルコール飲料の視聴覚商業通信に触れる機会を制限するよ

う奨励するべきである。アルコール飲料の販売に責任を持たせるため、共

同規制及び自主規制のシステムが欧州連合及び加盟国レベルで存在して

いる。これらのシステムにおいて、アルコール飲料の視聴覚商業通信には、

特に責任あるメッセージが含まれるよう一層奨励されるべきである。 

 

（30）ギャンブルに関する視聴覚商業通信に触れる機会から未成年者を効果的

に保護することが重要である。このことに関しては、複数の自主規制及び

共同規制のシステム（視聴覚商業通信を含む。）が欧州連合及び加盟国レ

ベルで存在している。 

 

（31）欧州連合内での越境サービスの自由な展開に係る障壁を取り除くため、

自主規制及び共同規制の取組の有効性（特に消費者保護及び公衆衛生に

関するもの）を確保することが必要である。 

 

（32）テレビジョン放送の市場は進化しており、視聴覚商業通信に関して、一層

柔軟な対応が必要となっている（特にリニア視聴覚メディア・サービスに

関する定量的ルールやプロダクト・リプレイスメント）。新しいサービス

の出現は、広告のないものを含め、視聴者に多くの選択肢を提供し、その

結果、視聴者は、代替的な選択肢への乗換が容易に可能となる。 

 

（33）プロダクト・プレイスメントの規制緩和は、期待したような結果を視聴覚

商業通信にもたらさなかった。特に、プロダクト・プレイスメントについ

ては、原則禁止、一部例外としたが、これは、視聴覚メディア・サービス

提供者に対して法的な確実性を与えなかった。このため、プロダクト・プ

レイスメントは、一定の例外を除き、全ての視聴覚メディア・サービス及

びビデオ共有プラットフォーム・サービスにおいて認められるべきであ

る。 

 

（34）プロダクト・プレイスメントは、ニュース及び時事番組、消費者関連番

組、宗教番組及び子供番組では認められるべきではない。特に、実証研究



によれば、プロダクト・プレイスメント及び組み込まれた広告は、子供が

その商業的内容を認識できず、子供の行動に影響を与えるとされている。

このため、子供番組におけるプロダクト・プレイスメントは、引き続き禁

止とすることが必要である。消費者関連番組とは、視聴者に対して助言を

与えるもの、又は製品及びサービスの購入に関する評価を含むものであ

る。そのような番組にプロダクト・プレイスメントを認めてしまうと、番

組を見て製品又はサービスの純粋かつ正直な評価を知ろうしている視聴

者に対して、広告と、編集された番組との区別を失わせてしまう。 

 

（35）オンデマンド視聴覚メディア・サービス提供者は、カタログに欧州作品の

一定割合以上含めるとともに、十分に目立たせることによって、欧州作品

の制作及び配信を促進するべきである。欧州作品とされる視聴覚コンテ

ンツに付与するメタデータのラベル付けを奨励し、そのメタデータをメ

ディア・サービス提供者が利用できるようにすべきである。目立たせるこ

とは、様々な方法により措置される。例えば、欧州作品の専用のセクショ

ンを設けてサービスのホームページからアクセスできるようにすること、

サービスとして利用可能な検索ツールにおいて欧州作品を検索できるよ

うにすること、サービスのキャンペーンにおいて欧州作品を利用するこ

と、サービスのカタログから宣伝される欧州作品の最低限の割合を設け

ること（バナーや類似の方法による）等である。 

 

（36）欧州作品に対する投資の適切なレベルを確保するため、加盟国が財政的

義務を領域内に開業されたオンデマンド・サービス提供者に課せるよう

にすべきである。その義務は、欧州作品の制作及び権利獲得に直接貢献す

るような方法とすることができる。また、加盟国は、領域内で提供し、か

つ、領域内に向けられているオンデマンド・サービスの売上を基礎として、

基金への課徴金を課すことも考えられる。この指令は、財政的義務と加盟

国の多様な文化政策の間の直接的な関係性がある場合、他の加盟国で開

業されているが、自国に向けて配信しているオンデマンド・サービス供給

者にも、財政的義務を課せることを明確にする。この場合、財政的義務は、

当該対象加盟国の視聴者による売上のみに課せなければならない。当該

対象加盟国の映画基金に貢献するよう求められたメディア・サービス提



供者は、当該対象加盟国に拠点がなくとも、映画基金からの補助に関して

非差別的な取扱を受けられるようにすべきである。 

 

（37）現在、放送事業者は、オンデマンド視聴覚メディア・サービス提供者より

も、欧州の視聴覚作品に投資を行っている。このため、対象加盟国が財政

的義務を他の加盟国の管轄下にある放送事業者に課すこととした場合、

当該放送事業者によって作られる欧州作品の制作及び権利獲得への直接

的貢献（特に共同制作）が、比例性の原則を十分に勘案したうえで、考慮

されべきである。これは、加盟国が、文化政策及び国庫補助ルールとの整

合性に従って、管轄下にあるメディア・サービス提供者に負担させる財政

的義務のレベルを決める権限を妨げるものではない。 

 

（38）加盟国は、他の加盟国で開業されたオンデマンド視聴覚メディア・サービ

スが自国の視聴者を対象としているかどうかをケースバイケースで評価

する場合、自国内の顧客に特別に向けられた広告又は宣伝等の指標、サー

ビスの主たる言語、受信する加盟国の視聴者に特別に向けられたコンテ

ンツや商業通信の存在を参照すべきである。 

 

（39）加盟国が財政的義務をオンデマンド・サービス提供者に課す場合、その財

政的貢献は、メディア・サービス提供者に対する二重の負担になるリスク

を回避しつつ、欧州作品の適切な促進を図るものとする。このとき、メデ

ィア・サービス提供者が開業した加盟国で財政的義務を課す場合、他の対

象とされた加盟国が課す財政的義務も考慮すべきである。 

 

（40）欧州作品の促進に課す義務が市場の発展を阻害しないようにし、かつ、市

場に新しいプレイヤーが参入するようことを認めるため、市場において

重大な存在感のない企業は、これらの義務に服さない。これは特に低売上

額及び少視聴者数の企業の場合である。例えば、少視聴者数は、サービス

の性質を踏まえ、視聴時間や売上に応じて決まる。また、低売上額の基準

は、加盟国における視聴覚市場の規模を考慮すべきである。また、オンデ

マンド視聴覚メディア・サービスの性質や意義を踏まえると、このような

義務について、実践的でなく、又は正当化されない場合に課すことは不適



当と考えられる。  

 

（41）放送事業者が一層の柔軟性をもって、広告者の需要及び視聴者の視聴を

最大化するように広告を放送する時間を決定できるようにすることが重

要である。その一方、柔軟化すれば、プライム・タイムの間に視聴者が見

る広告の量が過剰になるおそれがあるため、消費者保護の十分な水準を

確保することも必要である。このため、特別の上限を、６時から 18時ま

で及び 18時から 24時までの時間帯に適用すべきである。 

 

（42）中立フレーム（neutral frames）とは、編集上のコンテンツと、テレビジ

ョン広告又はテレショッピングのスポットの分離や、スポット間の分離

を行うものである。これによって、視聴者は、一の視聴覚コンテンツが終

了し、次のものが開始されたことを明確に認識することができる。中立フ

レームは、テレビジョン広告に課せられる定量的な上限時間から除外さ

れることを明確にすることが必要である。これにより、中立フレームに利

用される時間は、広告のために利用される時間に影響を与えず、広告から

得られる収入に悪影響が出ないことが確保される。 

 

（43）放送事業者自らの番組及びその番組に直接由来する補助的な製品に関連

する告知に割り当てられる伝送時間、又は、無償（懇願の伝送に要する

費用分を除く。）で提供される公的なサービスの告知や慈善活動の懇願

に割り当てられる伝送時間は、テレビジョン広告及びテレショッピング

に割り当てられることのできる伝送時間の上限に含めるべきではない。

また、多くの放送事業者は、規模の大きなメディア・グループに属して

おり、自らの番組及びその番組に直接由来する補助的な製品に関連する

告知だけでなく、同じメディア・グループに属する他の事業者に由来す

る番組に関連する告知も行っている。これらの告知に割り当てられる伝

送時間も、テレビジョン広告及びテレショッピングに割り当てられる伝

送時間の上限に含めるべきではない。 

 

（44）2010/13/EU 指令が対象とするビデオ共有プラットフォーム提供者は、欧



州議会及び理事会2000/31/EC指令10の意味における情報社会サービスを

提供する。その提供者は、一の加盟国で開業する場合、同指令の域内市場

の規定に服することとなる。同じルールは、欧州連合の加盟国で開業して

いないビデオ共有プラットフォーム・サービス提供者にも適用するよう

措置することが適当である。これは、2010/13/EU 指令に規定する未成年

者及び公衆の保護のための措置の効果を確保するとともに、可能な限り

対等な競争環境を確保するためである（ビデオ共有プラットフォーム提

供者が一の加盟国に親会社若しくは子会社を有する場合、又は、ビデオ共

有プラットフォーム提供者があるグループの一員であって、そのグルー

プの他の事業体が一の加盟国で開業している場合に限る。）。2010/13/EU

指令に規定する定義は、原則を示すものであって、欧州連合の域内外に多

層的なグループを含む構造を構築することによって、同指令の適用を逃

れることが不可能となるよう措置すべきである。欧州委員会は、

2000/31/EC指令及び 2010/13/EU指令に規定する開業に関するルールの

適用に関して、提供者がどの加盟国の管轄下にあるかを知らされるべき

である。 

 

（45）利用者（特に未成年者）による視聴覚コンテンツの消費増加に伴って、新

たな課題が、特にビデオ共有プラットフォームに関連して生じている。ビ

デオ共有プラットフォーム上で提供される有害なコンテンツ及びヘイ

ト・スピーチに関する懸念が増している。そのようなコンテンツから未成

年者及び公衆を保護するため、これらに関する比例的なルールを設ける

ことが必要である。 

 

（46）ビデオ共有プラットフォームの商業通信については、既に欧州議会及び

理事会2005/29/EC指令11によって規制されている。この指令においては、

                                                   
10 Directive 2000/31/EC of the European Parliament and of the Council of 8 June 2000 

on certain legal aspects of information society services, in particular electronic 

commerce, in the Internal Market (OJ L 178, 17.7.2000, p.1). 
11 Directive 2005/29/EC of the European Parliament and of the Council of 11 May 2005 

concerning unfair business-to-consumer commercial practices in the internal market 

and amending Council Directive 84/450/EEC, Directives 97/7/EC, 98/27/EC and 

2002/65/EC of the European Parliament and of the Council and Regulation (EC) No 

2006/2004 of the European Parliament and of the Council ('Unfair Commercial 

Practices Directive') (OJ L 149, 11.6.2005, p.22). 



情報社会サービスにおいて生じる誤解を招き、攻撃的な慣行等に関して、

不公正な企業対消費者の取引慣行を禁止している。 

 

   ビデオ共有プラットフォーム上のタバコ及び関連製品に関する商業通信

については、欧州議会及び理事会 2003/33/EC指令12が規定する既存の禁

止だけでなく、欧州議会及び理事会 2014/40/EU指令13に従う電子タバコ

及び詰替の通信に適用される禁止によって、消費者は十分に保護される

よう確保されている。視聴覚コンテンツへのアクセスに際してビデオ共

有プラットフォーム・サービスへの依存が増す中、視聴覚商業通信に関す

るルールと連携させることによって、適切な範囲で、全ての提供者にして、

消費者保護の水準を十分に確保することが必要である。ビデオ共有プラ

ットフォーム上の視聴覚商業通信は、明確に特定され、質に関する必要最

低限の要件を尊重することが重要である。 

 

（47）ビデオ共有プラットフォーム・サービスに保存されたコンテンンツの大

部分は、当該ビデオ共有プラットフォーム提供者の編集責任の下にない

ものである。しかしながら、その提供者は、通常、コンテンツ（すなわち、

番組、利用者生成ビデオ及び視聴覚商業通信）の編成を、自動的な方法又

はアルゴリズム等により決めている。このため、その提供者は、未成年者

の肉体的、精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのあるコンテンツ

から未成年者を保護するための適切な措置を講ずることが求められる。

また、これらの提供者は、欧州連合基本権憲章（以下「憲章」という。）

第21条のいずれかの事項に基づくグループ又はグループの一員に対する

暴力又は憎悪の扇動を含むコンテンツ及び欧州連合法の下で犯罪となる

コンテンツの伝播からの公衆の保護のための適切な措置を講ずることも

求められる。 

 

                                                   
12 Directive 2003/33/EC of the European Parliament and of the Council of 26 May 2003 

on the approximation of the laws, regulations and administrative provisions of the 

Member States relating to the advertising and sponsorship of tobacco products (OJ L 

152, 20.6.2003, p.16). 
13 Directive 2014/40/EU of the European Parliament and of the Council of 3 April 2014 

on the approximation of the laws, regulations and administrative provisions of the 

Member States concerning the manufacture, presentation and sale of tobacco and 

related products and repealing Directive 2001/37/EC (OJ L 127, 29.4.2014, p.1). 



（48）ビデオ共有プラットフォーム上で提供されるコンテンンツに対する提供

者の関与の性質上、未成年者及び公衆の保護のための適切な措置は、コン

テンツの編成に関連づけるべきであって、コンテンツそのものに関連づ

けるべきではない。この点に関して 2010/13/EU指令に規定する条件は、

2000/31/EC指令第 12条から第 14条（特定の情報社会サービス提供者に

よって、伝送される違法な情報、自動的・媒介的・維持的に保存される違

法な情報又は保存される違法な情報に関する責任の免除を規定するもの）

の適用を妨げてはならない。2000/31/EC指令第 12条から第 14条が範囲

とするサービスの提供に当たって、その条件は、当該指令第 15条（保存

等される情報を監視し、違法な活動を示す事実又は状況を積極的に探さ

せるような一般的な義務を提供者に課すことを禁ずるもの。ただし、特別

な場合の監視義務を除き、特に国内法に従う国内の当局による命令に影

響を与えない。）の適用も妨げてはならない。 

 

（49）2010/13/EU 指令に従って講じられる適切な措置の施行に当たって、ビデ

オ共有プラットフォーム提供者を可能な限り関与させることが適切であ

る。このため、共同規制が奨励されるべきである。また、ビデオ共有プラ

ットフォーム提供者が、欧州連合の法に従って、表現及び情報の自由並び

にメディアの多元性を尊重しつつ、より厳しい措置を自発的に講ずるこ

とができるようにすべきである。 

 

（50）実効的な救済措置に対する権利及び公正な裁判を受ける権利は、憲章第

47条に規定する基本権である。このため、2010/13/EU 指令の規定は、司

法に訴える権利の行使を拒んでいると解してはならない。 

 

（51）2010/13/EU 指令に従って、有害なコンテンツからの未成年者の保護及び

暴力、憎悪又はテロリズムの扇動を含むコンテンツからの公衆の保護の

ための適切な措置を講ずるに当たって、関連する基本権は、欧州連合基本

権憲章の規定を踏まえ、慎重に均衡が図られるべきである。必要に応じて、

特に、私生活及び家庭生活並びに個人データの保護を尊重する権利、表現

及び情報の自由、営業の自由、差別の禁止並びに子供の権利を考慮すべき

である。 

 



（52）連絡委員会は、2010/13/EU指令の効果的な施行を促進するものであって、

その適用に関する具体的な問題について定期的に協議されるべきである。

連絡委員会の業務は、既存の視聴覚政策に限定されるべきではなく、当該

分野に生じる新しい事項についても範囲とすべきである。連絡委員会は、

加盟国のしかるべき当局の代表者により構成される。加盟国は、代表者を

任命する場合、連絡委員会の構成における男女平等を推進することが望

ましい。 

 

（53）加盟国は、各国の規制当局又は団体が法的に政府とは区別されるよう措

置すべきである。しかしながら、これは、加盟国が憲法に従って監視する

ことを妨げるものではない。各国の規制当局又は団体は、公的な当局又は

団体であっても、その政府及び他の公的又は私的団体から機能的及び実

効的に独立しているならば、必要となる独立の水準を満たしたものと考

えられるべきである。これは、各国の規制当局又は団体の決定の不偏性を

確保するために不可欠なことである。独立の条件に関して、加盟国が複数

の産業分野（視聴覚及び電気通信）を監督する規制当局として設置するこ

とを妨げない。加盟国の規制当局又は団体は、業務を実施するために必要

な執行権限及び資源（職員、専門性、予算）を有するべきである。

2010/13/EU 指令の下設置される加盟国の規制当局又は団体は、メディア

の多元性、文化の多様性、消費者保護、域内市場の有効な機能、公正な競

争の促進の目標を尊重すべきである。 

 

（54）視聴覚メディア・サービスの目的の一つは、個人の関心にこたえるととも

に、世論を形成することであるため、当該サービスは、個人及び社会に対

して、可能な限り幅広く、高度な多様性をもって、伝えるようにすること

が不可欠である。この目的が達成されるのは、編集上の判断が、法の施行

という領分を超え、さらに、意見内容にかかわらず法的に保護されるべき

権利を保護しようとしない規制当局又は団体による国家的な介入及び影

響から、自由である場合のみである。 

 

（55）実効的な訴えの仕組は、国家レベルで存在するようにすべきである。訴え

を受理する団体は、関与した当事者から独立したものとすべきである。当



該団体は裁判所とすることができる。訴えの手続は、加盟国の司法システ

ムの権限分配を妨げない。 

 

（56）欧州連合の視聴覚分野の規制枠組に関して、全加盟国で一貫性のある運

用を確保するため、欧州委員会は、2014 年２月３日の欧州委員会決定14

により ERGA を設置した。ERGA の役割は、2010/13/EU 指令の一貫性

ある運用を確保するために欧州委員会に技術的な専門的知見を与えるこ

と、並びに、加盟国の規制当局又は団体間及び加盟国の規制当局又は団体

及び欧州委員会間の協力を促進することである。 

 

（57）ERGA は、一貫性のある規制の実施に関して正の貢献を行い、施行に関

して欧州委員会に高度な助言を提供してきた。このことから、ERGA の

役割の正式な認知と強化を 2010/13/EU 指令に規定することが必要であ

る。このため、ERGA は、この指令に基づき設置されるべきである。 

 

（58）欧州委員会は、視聴覚メディア・サービス及びビデオ共有プラットフォー

ムに関する事項について、自由に ERGA と協議ですべきである。ERGA

は、その専門的知見及び助言を提供するとともに、ベスト・プラクティス

（自主規制及び共同規制の行動規範を含む。）の交換を促進することによ

り、欧州委員会を支援すべきである。特に、欧州委員会は、調和性のある

執行を図るため、2010/13/EU指令の適用に関して、ERGAに協議すべき

である。欧州委員会の求めに応じて、ERGA は、権限に関すること、受

信の自由の例外に関する措置に関すること及び権限適用の回避を解決す

るための措置に関することに関して、非拘束的な意見を提供すべきであ

る。ERGA は、視聴覚メディア・サービスの枠組に関するあらゆる規制

的な事項について技術的な助言を提供できるようにすべきである。その

助言には、脂肪、食塩／塩、砂糖を多く含む食事の視聴覚商業通信のコン

テンツだけでなく、ヘイト・スピーチ及び未成年者の保護に関することを

含む。 

 

                                                   
14 Commission Decision C(2014) 462 final of 3 February 2014 on establishing the 

European Regulators Group of Audiovisual Media Services. 



（59）「メディア・リテラシー」は、市民がメディアを効果的かつ安全に利用す

るためのスキル、知識及び理解である。市民が情報にアクセスし、また、

メディアのコンテンツを利用し、批判的に評価し、責任をもって、かつ、

安全に創出するためには、市民は、メディア・リテラシーに関する発展的

なスキルを必要とする。メディア・リテラシーは、ツールや技術を単に学

ぶだけでなく、市民が批判的な思考を身に着けて、判断を下し、複雑な現

実を分析し、意見と事実の相違を認識できるようにすべきである。このた

め、メディア・サービス提供者もビデオ共有プラットフォーム提供者も、

その他の利害関係者と協力して、老若男女を問わず、すべての市民に対し

て、すべてのメディアに関するリテラシーの向上を推進し、その状況を緊

密にフォローすることが必要である。 

 

（60）2010/13/EU 指令は、人間の尊厳を尊重し、保護する加盟国の義務を妨げ

ない。この指令は、基本権を尊重し、特に憲章で確認された原則に従う。

特に、2010/13/EU指令は、表現の自由及び営業の自由に関する権利、司

法手続を受ける権利を完全に尊重するとともに、憲章で述べられている

子供の権利の適用の促進を求める。 

 

（61）2010/13/EU 指令の下で加盟国が講ずるいかなる措置も、ユネスコ文化的

表現の多様性の保護及び促進に関する条約に従って、文化及び言語の多

様性、表現及び情報の自由並びにメディアの多元性を尊重する。 

 

（62）政治的な報道番組にアクセスする権利は、情報を受信する自由を保護し、

欧州連合の視聴者の利益を十分かつ適切に保護するために重要である。

社会及び民主主義に対する視聴覚メディア・サービスの重要性の発展を

踏まえ、政治的なニュースの放送は、可能な限り、また、著作権のルール

を妨げない範囲で、欧州連合内の越境での利用を可能とすべきである。 

 

（63）この指令は、国際私法のルール、特に裁判所の権限に関するルール並びに

契約上及び非契約上の義務に適用される法には関与しない。 

 



（64）加盟国及び欧州委員会の 2011 年９月 28 日の政治的宣言15に従って、加

盟国は、正当化される場合には、指令の構成要素と加盟国の法制化の相当

する部分の間の関係を説明する一又はそれ以上の文書を法制化措置の通

知に添えることを了解した。この指令に関して、法制定者は、そのような

文書による伝達は正当化できると考える。 

 

（65）したがって、指令 2010/13/EU は、以下のとおり改正されるべきである。  

 

（2018/1808/EU 指令第１条による改正後の 2010/13/EU 指令（溶け込み）） 

 

第１章 

 

定義 

 

第１条 

 

１．この指令においては、次に掲げる定義を適用するものとする。 

 

（ａ）「視聴覚メディア・サービス（audiovisual media services）」とは、次

に掲げるものをいう。 

 

 （ⅰ）欧州連合の運営に関する条約の第56条及び第57条で定義するサー

ビスであって、その主たる目的又はその分離不可の部分が、知ら

せ、楽しませ、又は教育するために、一のメディア・サービス提供

者の編集責任の下、公衆に対する番組の提供に充てられるものであ

り、2002/21/EC指令第２条ポイント（ａ）の意義における電子通信

ネットワークの手段によって行うもの。このような視聴覚メディ

ア・サービスは、この段落のポイント（ｅ）で定義するテレビジョ

ン放送又はこの段落のポイント（ｇ）で定義するオンデマンド視聴

覚メディア・サービスのいずれかである。 

 

                                                   
15 OJ C 369, 17.12.2011, p.14. 



 （ⅱ）視聴覚商業通信 

 

（ａａ）「ビデオ共有プラットフォーム・サービス（video-sharing platform 

service）」とは、欧州連合の運営に関する条約の第56条及び第57条で

定義するサービスであって、その主たる目的若しくはその分離不可の

部分又はサービスの不可欠な機能が、知らせ、楽しませ、又は教育す

るために、公衆に対する番組又は／及び利用者生成ビデオの提供に充

てられるものであるが、それらに対するビデオ共有プラットフォーム

提供者の編集責任はないものであり、2002/21/EC指令第２条ポイント

（ａ）の意義における電子通信ネットワークの手段によって行うも

の。また、そのサービスの編成は、自動的な方法又はアルゴリズムを

含め、特に表示、タグ付け、優先順位付けを通じて、ビデオ共有サー

ビス提供者によって決められるもの。 

 

（ｂ）「番組（programme）」とは、その長さに関わらず、一のメディア・サ

ービス提供者によって設定されたスケジュール又はカタログの中の一

の個別事項（an individual item）を構成する動く画像の集合（音声

の有無を問わない）をいい、例えば、長編映画、ビデオ・クリップ、

スポーツ・イベント、ホームコメディ、ドキュメンタリー、子供番組

及びオリジナル・ドラマが含まれる。 

 

（ｂａ）「利用者生成ビデオ（user-generated video）」とは、その長さに関

わらず、利用者によって創出され、当該利用者又は他の利用者によっ

てビデオ共有プラットフォームにアップロードされる一の個別事項を

構成する動く画像の集合（音声の有無を問わない）をいう。 

 

（ｂｂ）「編集上の決定（editorial decision）」とは、編集責任の行使のため

に定期的に行われる決定であって、視聴覚メディア・サービスの日々

の運営に関係するものをいう。 

 

（ｃ）「編集責任（editorial responsibility）」とは、テレビジョン放送の場合

には経時順のスケジュールにおいて、又は、オンデマンド視聴覚メデ



ィア・サービスの場合にはカタログにおいて、番組の選択及び番組の

編成に関する効果的な管理を行うことをいう。編集責任は、必ずし

も、提供されるコンテンツ又はサービスに関して国内法の下での法的

責任を意味するわけではない。 

 

（ｄ）「メディア・サービス提供者（media service provider）」とは、視聴覚

メディア・サービスの視聴覚コンテンツの選択に編集責任を有し、そ

の編成の方法を決める自然人又は法人をいう。 

 

（ｄａ）「ビデオ共有プラットフォーム提供者（video-sharing platform 

provider）」とは、ビデオ共有プラットフォーム・サービスを提供する

自然人又は法人をいう。 

 

（ｅ）「テレビジョン放送（television broadcasting or television 

broadcasts）」（すなわち、リニア視聴覚メディア・サービス）とは、

番組のスケジュールに基づき、番組の同時視聴のために、一のメディ

ア・サービス提供者によって提供される視聴覚メディア・サービスを

いう。 

 

（ｆ）「放送事業者（broadcaster）」とは、テレビジョン放送を行う一のメデ

ィア・サービス提供者をいう。 

 

（ｇ）「オンデマンド視聴覚メディア・サービス（on-demand audiovisual 

media service）」（すなわち、ノンリニア視聴覚メディア・サービス）

とは、メディア・サービス提供者によって選択された番組のカタログ

に基づき、利用者の選択した時間で、かつ、利用者の個別の要求で、

番組を視聴するための視聴覚メディア・サービスを意味する。 

 

（ｈ）「視聴覚商業通信（audiovisual commercial communications）」と

は、直接又は間接に、製品、サービス又は経済活動を行う自然人又は

法人の印象を宣伝するように設計された画像（音声の有無を問わな

い）をいう。これらの画像は、報酬若しくは同様の報奨の見返りのた



め、又は自己の宣伝目的のため、番組又は利用者生成ビデオに付随

し、又は挿入される。視聴覚商業通信の形式には、特にテレビジョン

広告、スポンサーシップ、テレショッピング及びプロダクト・プレイ

スメントを含む。 

 

（ｉ）「テレビジョン広告（television advertising）」とは、取引、商業、工

事又は職業に関連し、報酬を得ようとする製品又はサービス（不動産

所有権、権利及び義務を含む。）の供給の宣伝のために、公的又は民間

の事業体又は自然人によって行われる、報酬又は同様の報奨の見返り

のための告知の放送又は自己の宣伝目的の放送をいう。 

 

（ｊ）「不正な視聴覚商業通信（surreptitious audiovisual commercial 

communications）」とは、製品、サービス、製品の製作者若しくはサ

ービスの提供者の名称、商標又は活動に関する文言又は写真の番組に

おける紹介であって、その紹介がメディア・サービス提供者によって

広告として提供される意図を持つものであり、その性質上公衆に誤解

を与えるかもしれないものをいう。特に、その紹介が報酬又は同様の

報奨の見返りのために行われるならば、意図的であると考えるものと

する。 

 

（ｋ）「スポンサーシップ（sponsorship）」とは、視聴覚メディア・サービス

又はビデオ共有プラットフォーム・サービスの提供や視聴覚作品の制

作に従事していない公的又は民間の事業体又は自然人による、その名

称、商標、イメージ、行動又は製品の宣伝を行うための視聴覚メディ

ア・サービス、ビデオ共有プラットフォームサービス、利用者生成ビ

デオ又は番組の財政的貢献をいう。 

 

（ｌ）「テレショッピング（teleshopping）」とは、報酬を得ようとする製品

又はサービス（不動産所有権、権利及び義務を含む。）の供給のため

に、公衆に向けて直接の提案を行う放送をいう。 

 

（ｍ）「プロダクト・プレイスメント（product placement）」とは、製品、



サービス又はその商標の包含又は言及により構成される視聴覚商業通

信のいかなる形態を意味し、報酬又は同様の報奨の見返りとして一の

番組又は利用者生成ビデオの中で取り入れられるものをいう。 

 

（ｎ）「欧州作品（European works）」とは、次に掲げるものをいう。 

 

 （ⅰ）加盟国において作られた作品 

 

 （ⅱ）欧州評議会の国境なきテレビジョン欧州条約の当事者である欧州

の第三国において作られた作品であって、第３段落の条件を満たす

もの。 

 

 （ⅲ）欧州連合と第三国の間で締結された視聴覚分野に関する合意の枠

組の中で共同制作された作品であって、これらの合意で定める条件

を満たすもの。 

 

２．第１項のポイント（ｎ）（ⅱ）及び（ⅲ）の規定の適用は、当該第三国に

おいて、加盟国において生成された作品が差別的な措置の対象となっていない

ことを条件とするものとする。 

 

３．第１項のポイント（ｎ）（ⅰ）及び（ⅱ）の作品は、次に掲げる３つの条

件のうちの１つに従っているならば、当該規定の一又はそれ以上の国に居住す

る作家及び作業者が主として作る作品である。 

 

（ⅰ）一又はそれ以上の国で開業された一又はそれ以上の制作者によって

作られた作品 

 

（ⅱ）作品の制作が、一又はそれ以上の国で開業された一又はそれ以上の

制作者によって監督され、かつ、実際に管理されたもの 

 

（ⅲ）総共同制作費用に対する、これらの国の共同制作者の寄与度が圧倒

的であって、共同制作がこれらの国以外で開業された一又はそれ以



上の制作者によって管理されていないもの 

 

４．第１項のポイント（ｎ）の意義において欧州作品ではないが、加盟国と第

三国の間で締結された二国間の共同制作の合意の枠組において制作された作品

は、欧州連合の共同制作者が総制作費用の過半を供給し、かつ、制作が加盟国

の領域以外で開業された一又はそれ以上の制作者によって管理されていないな

らば、欧州作品とみなす。 

 

第２章 

 

視聴覚メディア・サービスに関する総則 

 

第２条 

 

１．各加盟国は、その管轄下にあるメディア・サービス提供者によって伝送さ

れる全ての視聴覚メディア・サービスが、当該加盟国の公衆向けの視聴覚メデ

ィア・サービスに適用される法体系のルールに適合するよう措置するものとす

る。 

 

２．この指令において、一の加盟国の管轄下にあるメディア・サービス提供者

とは、次に掲げるもののいずれかをいう。 

 

（ａ）第３項に従って当該加盟国で開業した者 

 

（ｂ）第４項が適用される者 

 

３．この指令において、メディア・サービス提供者は、次に掲げる場合、一の

加盟国に開業されたものとみなされるものとする。 

 

（ａ）メディア・サービス提供者が当該加盟国に本社を有し、視聴覚メディ

ア・サービスに関する編集の決定が当該加盟国で行われるとき。 

 



（ｂ）メディア・サービス提供者が一の加盟国に本社を有するが、視聴覚メ

ディア・サービスに関する編集の決定が他の加盟国で行われるなら

ば、番組に関する視聴覚メディア・サービスの活動に関与する労働力

の重要な部分が活動する加盟国において開業されたものとみなす。番

組に関する視聴覚メディア・サービスの活動に関与する労働力の重要

な部分がそれぞれの加盟国で活動する場合、メディア・サービス提供

者は、本社を有する加盟国で開業されたものとみなす。番組に関する

視聴覚メディア・サービスの活動に関与する労働力の重要な部分がい

ずれの加盟国でも活動しない場合、メディア・サービス提供者が、一

の加盟国の法に従って最初に活動を始め、当該加盟国の経済と安定的

かつ効果的な結びつきを維持しているならば、当該加盟国で開業され

たものとみなす。 

 

（ｃ）メディア・サービス提供者が一の加盟国に本社を有するが、視聴覚メ

ディア・サービスに関する編集の決定が第三国で行われる場合（逆も

同じ）であって、視聴覚メディア・サービスの活動に関与する労働力

の重要な部分が当該加盟国で活動するならば、当該加盟国で開業され

たものとみなす。 

 

４．第３項の規定が適用されないメディア・サービス提供者は、次に掲げる場

合、当該加盟国の管轄下にあるものとみなす。 

 

（ａ）一の加盟国にある衛星のアップリンクを利用する場合 

 

（ｂ）一の加盟国にある衛星のアップリンクを利用しないが、当該加盟国に

属する衛星の伝送容量を利用する場合 

 

５．どの加盟国の管轄下にあるかという問題が第３項及び第４項に従って決め

られない場合、所管の加盟国は、メディア・サービス提供者が欧州連合の運営

に関する条約第49条から第55条までの意義において開業した国とする。 

 

５ａ．加盟国は、メディア・サービス提供者が、所管の各国の規制当局又は団



体に対して、第２項、第３項及び第４項に従って決定する管轄に影響する全て

の変化を通知するよう措置するものとする。 

 

５ｂ．加盟国は、管轄下にあるメディア・サービス提供者の最新のリストを作

成、更新し、その管轄が第２項から第５項までに規定される基準のいずれに基

づくものかを示すものとする。加盟国は、欧州委員会に対して、更新された部

分を含め、そのリストを通知するものとする。 

 

欧州委員会は、当該リストが集権的なデータベースで利用できるよう措置する

ものとする。リスト間に不一致がある場合、欧州委員会は、解決策を見つける

ために関係加盟国に接触するものとする。欧州委員会は、各国の規制当局又は

団体がそのデータベースにアクセスできるよう措置するものとする。欧州委員

会は、データベースの情報を誰でも利用できるようにするものとする。 

 

５ｃ．第３条又は第４条の適用に当たって、管轄する加盟国について関係加盟

国で合意しない場合、遅滞なく、欧州委員会の注意を喚起するものとする。欧

州委員会は、欧州委員会及び欧州視聴覚メディア・サービス規制者グループ

（ERGA）に対して、第30ｂ条第３項ポイント（ｄ）に従って、当該事案に関

する意見を求めることができる。ERGAは、欧州委員会の求めが提出されてか

ら15営業日以内に意見を述べるものとする。欧州委員会は、第29条によって創

設された連絡委員会に適切に知らせるものとする。 

 

欧州委員会は、第３条第２項若しくは第３項又は第４条第５項の規定に従って

決定するとき、どの加盟国が管轄するかも決定するものとする。 

 

６．この指令は、専ら第三国において受信することを意図した視聴覚メディ

ア・サービスであって、一又はそれ以上の加盟国の公衆によって、直接又は間

接に、標準的な家電で受信されないものには適用しない。 

 

第３条 

 

１．加盟国は、受信の自由を確保するものとし、他の加盟国からの視聴覚メデ



ィア・サービスの自国領域内での再伝送を、この指令によって調和された分野

の理由により制限してはならない。 

 

２．加盟国は、他の加盟国の管轄下にあるメディア・サービス提供者による視

聴覚メディア・サービスが、明白、深刻かつ重大に、第６条第１項若しくは第

６ａ条第１項に違反し、又は、公衆衛生に対する深刻かつ重大な不利益のリス

クが生じ、若しくは存する場合、暫定的に、本条第１項を適用しないことがで

きる。 

 

第一サブパラグラフの適用除外は、次に掲げる条件を全て満たすものとする。 

 

（ａ）過去12ヶ月の間に、メディア・サービス提供者が、少なくとも２回の

機会において、第一サブパラグラフの行為を１度以上行ったこと。 

 

（ｂ）当該加盟国が、メディア・サービス提供者、当該提供者を管轄する加

盟国及び欧州委員会に対して、文書で、違反行為の容疑及び同様の違

反行為が再び生じた場合に講じようとする比例的な措置を通知したこ

と。 

 

（ｃ）当該加盟国は、メディア・サービス提供者の抗弁権を尊重し、特に、

提供者に対して違反行為に対する見解を表明する機会を与えたこと。 

 

（ｄ）メディア・サービス提供者を管轄する加盟国と欧州委員会の間の協議

が、ポイント（ｂ）の通知を欧州委員会が受けてから１ヶ月以内に友

好的な解決策を提示できなかったこと。 

 

欧州委員会は、関係加盟国が講じようとする措置の通知を受信し、ERGAに対

して第30ｂ条第３項ポイント（ｄ）に従って意見を求めてから３カ月以内に、

当該措置が欧州連合の法に適合するかどうかの決定を行うものとする。欧州委

員会は、連絡委員会に適切に知らせるものとする。欧州委員会は、当該措置が

欧州連合の法に適合しないと決定した場合、関係加盟国に対して当該措置を緊

急に終了させるよう求めるものとする。 

 



３．加盟国は、他の加盟国の管轄下にあるメディア・サービス提供者による視

聴覚メディア・サービスが、明白、深刻かつ重大に、第６条第１項ポイント

（ｂ）に違反し、又は、安全保障及び防衛の確保を含む、公共の安全に対する

深刻かつ重大な不利益のリスクが生じ、若しくは存する場合、暫定的に、本条

第１項を適用しないことができる。 

 

第１サブパラグラフの適用除外は、次に掲げる条件を全て満たすものとする。 

 

（ａ）過去12ヶ月の間に、少なくとも１度、第１サブパラグラフの行為が生

じたこと。 

 

（ｂ）当該加盟国が、メディア・サービス提供者、当該提供者の管轄する加

盟国及び欧州委員会に対して、文書で、違反行為の容疑及び同様の違

反行為が再び生じた場合に講じようとする比例的な措置を通知したこ

と。 

 

当該加盟国は、メディア・サービス提供者の抗弁権を尊重し、特に、提供者に

対して違反行為に対する見解を表明する機会を与えるものとする。 

 

欧州委員会は、当該加盟国が講じようとする措置の通知を受信し、ERGAに対

して第30ｂ条第３項ポイント（ｄ）に従って意見を求めてから３ヶ月以内に、

当該措置が欧州連合の法に適合するかどうかの決定を行うものとする。欧州委

員会は、連絡委員会に適切に知らせるものとする。欧州委員会は、当該措置が

欧州連合の法に適合しないと決定した場合、関係する加盟国に対して当該措置

を緊急に終了させるよう求めるものとする。 

 

４．第２項及び第３項は、当該メディア・サービス提供者に対する管轄する加

盟国において、問題の違反行為に対する、いかなる手続、措置又は罰則の適用

を妨げてはならない。 

 

５．加盟国は、緊急の場合、違反行為が生じてから１ヶ月以内ならば、第３項

ポイント（ａ）及び（ｂ）で定める条件を適用しないことができる。この場



合、講じられた措置は、可能な限り速やかに、欧州委員会及びメディア・サー

ビス提供者に対する管轄する加盟国に対して、緊急と考える理由を示しつつ、

通知するものとする。欧州委員会は、可能な限り速やかに、通知された措置が

欧州連合の法に適合するか審査するものとする。これらの措置が欧州連合の法

に適合しないという結論に至った場合、欧州委員会は、当該加盟国に対して、

提案された措置を手控えるか、又は当該措置を至急終了するよう求めるものと

する。 

 

６．欧州委員会は、第２項又は第３項の規定に従って決定を行うために必要な

情報に欠ける場合、通知を受けてから１ヶ月以内ならば、関係する加盟国か

ら、決定のために必要な情報を全て求めるものとする。欧州委員会が決定を行

う期限は、加盟国が当該情報を提供しない限り、延期されるものとする。いか

なる場合でも、期限の延期は、１ヶ月を超えてはならない。 

 

７．加盟国及び欧州委員会は、定期的に、連絡委員会及びERGAの枠組におい

て、本条に規定する手続に関する経験及びペスト・プラクティスを交換するも

のとする。 

 

第４条 

 

１．加盟国は、管轄下にあるメディア・サービス提供者に対して、欧州連合の

法と適合する場合に限り、この指令により調和された分野に関して、より詳細

又は厳格なルールに適合するよう求める自由を留保するものとする。 

 

２．加盟国は、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合、 

 

（ａ）第１項の下で、一般的な公共の利益に関する、より詳細又は厳格なル

ールを採択する自由を行使する場合 

 

（ｂ）他の加盟国の管轄下にあるメディア・サービス提供者が全部又は大部

分を自国に向けて視聴覚メディア・サービスを提供していると評価す

る場合 

 



当該加盟国は、管轄する加盟国に対して、この項に関し特定された問題を解決

するよう求めることができる。加盟国はともに、相互に満足できる解決策を実

現するため、真摯かつ円滑に協力するものとする。 

 

第一サブパラグラフの下での加盟国による証拠に基づく要求を受けて、管轄す

る加盟国は、メディア・サービス提供者に対して、問題に係る一般的な公共の

利益のルールに適合するよう求めるものとする。管轄する加盟国は、定期的

に、求めを行った加盟国に対して、特定された問題を解決するために講じた手

続を知らせるものとする。要求を受けてから２ヶ月以内に、管轄する加盟国

は、求めを行った加盟国及び欧州委員会に対して、得られた結果を通知すると

ともに、解決策が得られたと考えた理由を説明するものとする。 

 

いずれの加盟国も、第29条に基づき設けられた連絡委員会に事件を検証するよ

う、いつでも依頼することができる。 

 

３．当該加盟国は、次に掲げる条件を全て満たす場合、当該メディア・サービ

ス提供者に対して適当な措置を採択することができる。 

 

（ａ）当該加盟国が第２項の適用により達成された結果が満足できないもの

と評価する場合 

 

（ｂ）当該加盟国が、仮に当該メディア・サービス提供者がその国で開業し

たならば適用される、この指令により調和された分野における、より

厳格なルールを迂回するために、管轄する当該加盟国に開業したとす

る証拠を示した場合。その証拠は、メディア・サービス提供者がより

厳格なルールを迂回しようとする意図を証明することができなかった

としても、当該迂回の合理性が支持される場合もあるものとする。 

 

当該措置は、客観的に必要であり、無差別的な方法で適用され、追求する目的

に対して比例的であるものとする。 

 

４．一の加盟国は、次に掲げる条件を全て満たす場合に限り、第３項の規定に



従って措置を講ずることができる。 

 

（ａ）当該加盟国が、欧州委員会及びメディア・サービス提供者が開業した

加盟国に対して、評価の根拠を証拠で固めたうえで、措置を講ずる意

思を通知した場合 

 

（ｂ）当該加盟国が関係するメディア・サービス提供者の抗弁権を尊重し、

特に、特に、メディア・サービス提供者に対して、違反行為及び通知

する加盟国が講じようとする措置に対する見解を表明する機会を与え

た場合 

 

（ｃ）欧州委員会が、第30ｂ条（３）ポイント（ｄ）に従ってERGAに意見

を求めた後、当該措置が欧州連合の法に適合しているとともに、特に

本条第２項及び第３項の下で措置を講じようとする加盟国によって行

われた評価が正確であると認められると決定した場合。欧州委員会

は、連絡委員会に適切に知らせるものとする。 

 

５．欧州委員会は、第４項ポイント（ａ）で定める通知を受けて３ヶ月以内

に、当該措置が欧州連合の法に適合するかどうかの決定を行うものとする。欧

州委員会は、当該措置が欧州連合の法に適合しないと決定する場合、関係加盟

国に対して意図された措置を差し控えるよう求めるものとする。 

 

欧州委員会は、第１サブパラグラフの規定に従って決定を行うために必要な情

報に欠ける場合、通知を受けてから１ヶ月以内ならば、関係する加盟国から、

決定のために必要な情報を全て求めるものとする。欧州委員会が決定を行う期

限は、加盟国が当該情報を提供しない限り、延期されるものとする。いかなる

場合でも、期限の延期は、１ヶ月を超えてはならない。 

 

６．加盟国は、適当な方法により、管轄下にある放送事業者が、この指令の規

定に有効に適合するよう、国内法の枠組において、措置するものとする。 

 

７．2000/31/EC指令は、この指令に特に規定がない限り、適用されるものとす



る。2000/31/EC指令及びこの指令が衝突する場合、この指令に特に規定がない

限り、この指令が優先するものとする。 

 

第４ａ条 

 

１．加盟国は、この指令により調和された分野において、当該加盟国の法体系

において認められる範囲で、国内レベルで採択された行動規範を通じた共同規

制の利用及び自主規制の推進を奨励するものとする。その行動規範は、次に掲

げる条件を全て満たすものとする。 

 

（ａ）関係する加盟国の主たる利害関係者が概ね受け入れるものであるこ

と。 

 

（ｂ）その目的が明瞭かつ明確に規定されていること。 

 

（ｃ）定期的に透明で独立した監視及び意図された目的の達成の評価を規定

していること。 

 

（ｄ）効果的かつ比例的な罰則を含む実効的な執行を規定していること。 

 

２．加盟国及び欧州委員会は、メディア・サービス提供者、ビデオ共有プラッ

トフォーム・サービス提供者又はそれらを代表する団体によって作成された欧

州連合の行動規範を通じて、自主規制を推進することができる（必要に応じ

て、産業界、労働界、専門職及び消費者の協会又は団体等他の部門と協力す

る。）。その行動規範は、欧州連合レベルの主たる利害関係者が概ね受け入れる

とともに、第１項ポイント（ｂ）から（ｄ）までに適合するものとする。欧州

連合の行動規範は、加盟国の行動規範を妨げないものとする。 

 

欧州委員会は、加盟国と協力して、適当な場合には補完性及び比例性の原則に

従って、欧州連合の行動規範の発展を促進するものとする。 

 

欧州連合の行動規範の署名者は、原案及び改正案を欧州委員会に提出するもの



とする。欧州委員会は、原案及び改正案に関して、連絡委員会に協議するもの

とする。 

 

欧州委員会は、欧州連合の行動規範を誰でも利用できるようにするとともに、

適切に周知することができる。 

 

３．加盟国は、各国の独立した規制当局又は団体が当該行動規範又はその一部

について十分には効果的でないと結論付ける場合等、管轄下にあるメディア・

サービス提供者に対して、この指令及び欧州連合の法に従って、より詳細又は

厳格なルールに適合するよう求める自由を留保するものとする。加盟国は、遅

滞なく、当該ルールを欧州委員会に報告するものとする。 

 

第３章 

 

全ての視聴覚メディア・サービスに適用される規定 

 

第５条 

 

１．各加盟国は、管轄下にある視聴覚メディア・サービス提供者が、サービス

の受信者に対して、少なくとも次に掲げる情報について、容易、直接、永久に

アクセス可能とするよう措置するものとする。 

 

（ａ）その名前 

 

（ｂ）それが開業した地理的な住所 

 

（ｃ）電子メールのアドレス又はウェブサイトを含む、メディア・サービス

提供者の詳細。これにより、直接かつ効果的な方法により迅速に連絡

を取ることが可能となる。 

 

（ｄ）管轄する加盟国及び所管の規制又は監督団体 

 



２．加盟国は、第１項に掲げられた情報のほか、管轄下にあるメディア・サー

ビス提供者に対して、株主等の所有構造に関する情報にアクセス可能となるよ

うな法的な措置を講ずることができる。当該措置は、株主の私的及び家庭生活

等の関係する基本的権利を尊重するものとする。当該措置は、必要かつ比例的

なものとし、一般的利益の目的を追求する意図を有するものとする。 

 

第６条 

 

１．加盟国は、人間の尊厳を尊重し保護する義務を妨げることなく、適当な方

法により、管轄下にあるメディア・サービス提供者によって提供される視聴覚

メディア・サービスが、次に掲げるものを含まないよう措置するものとする。 

 

（ａ）憲章第21条のいずれかの事項に基づくグループ又はグループの一員に

対する暴力又は憎悪の扇動 

 

（ｂ）2017/541/EU指令第５条に規定するテロリストの攻撃の挑発の公開 

 

２．本条に講じられる措置は、必要かつ比例的なものとするとともに、権利を

尊重し、憲章に規定する原則を認めるものとする。 

 

第６ａ条 

 

１．加盟国は、管轄下にあるメディア・サービス提供者による、未成年者の肉

体的、精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのある視聴覚メディア・サー

ビスが、未成年者が通常では見られない、又は聞けない方法でのみ利用可能と

なるような適当な措置を講ずるものとする。当該措置は、放送時間の選択、年

齢の検証ツール又は他の技術的な措置等とすることができる。当該措置は、番

組の潜在的な有害性に対して比例的なものとする。 

 

理由なき暴力及びポルノグラフィ等の最も有害なコンテンツは、最も厳格な措

置に服するものとする。 

 



２．第１項の規定に従ってメディア・サービス提供者が収集し、又は生成した

個人データは、ダイレクト・マーケティング、プロファイリング及び行動ター

ゲット広告等の商業目的のためには処理してはならない。 

 

３．加盟国は、メディア・サービス提供者が、未成年者の肉体的、精神的又は

道徳的な発達を阻害するおそれのあるコンテンツについて、十分な情報を視聴

者に提供するよう措置するものとする。このため、メディア・サービス提供者

は、視聴覚メディア・サービスによるそのコンテンツの潜在的に有害な性質を

説明するシステムを利用するものとする。 

 

この項の施行のため、加盟国は、第４ａ条第１項に規定する共同規制の利用を

奨励するものとする。 

 

４．欧州委員会は、メディア・サービス提供者に対して、共同規制の行動規範

に関するベスト・プラクティスを交換するよう奨励するものとする。加盟国及

び欧州委員会は、本条のため、第４ａ条第２項の欧州連合の行動規範を通じ

て、自主規制を推進することができる。 

 

第７条 

 

１．加盟国は、遅滞なく、管轄下にあるメディア・サービス提供者によって提

供されるサービスが、障害を有する者から、比例的な措置を通じて、継続的か

つ進歩的に、よりアクセス可能となるよう措置するものとする。 

 

２．加盟国は、メディア・サービス提供者が、第１項の措置の施行について、

各国の規制当局又は団体に対して、定期的に報告するよう措置するものとす

る。2022年12月19日まで及びその後は３年ごとに、加盟国は、第１項の施行

について、欧州委員会に報告するものとする。 

 

３．加盟国は、メディア・サービス提供者が、障害を有する者からの継続的か

つ進歩的なアクセスの向上の観点から、アクセシビリティの行動計画を改善さ

せるよう奨励するものとする。いかなる行動計画も、各国の規制当局又は団体



に通知するものとする。 

 

４．各加盟国は、本条のアクセシビリティの事案に関する情報を提供するとと

もに、苦情を受け付けるため、単一、かつ、障害を有する者等から容易にアク

セス可能で、誰でも利用できるオンライン上のコンタクト・ポイントを指名す

るものとする。 

 

５．加盟国は、視聴覚メディア・サービスを通じて誰もが利用できる緊急情報

（自然災害発生時における公共機関との通信や告知を含む。）が、障害を有す

る者からアクセス可能な方法により提供されるよう措置するものとする。 

 

第７ａ条 

 

加盟国は、一般的利益を有する視聴覚メディア・サービスを目立つようにさせ

る適当な措置を講ずることができる。 

 

第７ｂ条 

 

加盟国は、メディア・サービス提供者による視聴覚メディア・サービスが、そ

の者の明示の同意がない限り、商業目的のために重畳され、又は改変されない

ようにするための適当かつ比例的な措置を講ずるものとする。本条のため、加

盟国は、特に、視聴覚メディア・サービスの提供源であるメディア・サービス

提供者の法的利益を勘案しつつ、利用者の法的利益の保護の観点から、例外を

含め、規制を詳細に定めるものとする。 

 

第８条 

 

加盟国は、管轄下にあるメディア・サービス提供者が、権利者が合意している

期限を超えて映画の著作物を伝送しないよう措置するものとする。 

 

第９条 

 



１．加盟国は、管轄下にあるメディア・サービス提供者によって提供される視

聴覚商業通信が次に掲げる要件に適合するよう措置するものとする。 

 

（ａ）視聴覚商業通信は、そうであることを容易に認識できるようにするも

のとすること。不正な視聴覚商業通信は、禁止される。 

 

（ｂ）視聴覚商業通信は、サブリミナル技術を使わないものとすること。 

 

（ｃ）視聴覚商業通信は、次に掲げるものとしてはならないこと。 

 

 （ⅰ）人間の尊厳に対する敬意を害すること。 

 

 （ⅱ）性別、人種又は民族の起源、国籍、宗教又は信条、障害、年齢又

は性的嗜好を理由とする、いかなる差別を含み、又は宣伝するこ

と。 

 

 （ⅲ）健康又は安全を害するような行動を奨励すること。 

 

 （ⅳ）環境保護に著しく損害を与えるような行動を奨励すること。 

 

（ｄ）電子タバコ及び詰替並びに紙巻きタバコその他タバコ製品のための視

聴覚商業通信の形態は、全て禁止されるものとすること。 

 

（ｅ）アルコール飲料のための視聴覚商業通信は、特別に未成年者を目的と

してはならず、飲料の過度な消費を奨励してはならないものとするこ

と。 

 

（ｆ）メディア・サービス提供者の管轄下の加盟国の処方箋でのみ利用可能

な医療品や医療行為のための視聴覚商業通信は、禁止されるものとす

ること。 

 

（ｇ）視聴覚商業通信は、未成年者に対する肉体的又は道徳的な損害を起こ



さないものとすること。このため、視聴覚商業通信は、未成年者の無

経験や信じやすい性質を不当に利用して、製品又はサービスを購入

し、又は採用することを、直接未成年者に熱心に勧めてはならず、ま

た、広告された製品又はサービスを購入するように親や他人を説得す

るよう直接未成年者を奨励してはならず、さらに、未成年者が親、教

師や他人に持っている特別な信頼を不当に利用してはならず、加え

て、危険な状況の中で不合理に未成年者に見せてはならないものとす

ること。 

 

２．オンデマンド視聴覚メディア・サービスにおけるアルコール飲料の視聴覚

商業通信は、スポンサーシップ及びプロダクト・プレイスメントを除き、第22

条に規定する基準に適合するものとする。 

 

３．加盟国は、アルコール飲料に関する不適当な視聴覚商業通信に関して、第

４ａ条第１項に規定する行動規範を通じて、共同規制の利用及び自主規制の推

進を奨励するものとする。その行動規範は、未成年者がアルコール飲料の視聴

覚商業通信を見る機会が効果的に減じられるよう意図するものとする。 

 

４．加盟国は、子供番組に続き、又は挿入される、栄養的又は心理的な効果を

有する栄養や成分を含む食品や飲料（特に全体の食事の中で過度な摂取が推薦

されない、脂肪、トランス脂肪酸、塩分、砂糖等）の不適当な視聴覚商業通信

に関して、第４ａ条第１項に規定する行動規範を通じて、共同規制の利用及び

自主規制の推進を奨励するものとする。 

 

その行動規範は、子供が当該食品や飲料の視聴覚商業通信を見る機会が効果的

に減じられるよう意図するものとする。その行動規範は、当該視聴覚商業通信

が当該食品及び飲料の栄養面の正の性質を強調することがないよう意図して規

定するものとする。 

 

５．加盟国及び欧州委員会は、本条のため、第４ａ条第２項の欧州連合の行動

規範を通じて、自主規制を推進することができる。 

 



第10条 

 

１ スポンサーされる視聴覚メディア・サービス又は番組は、次に掲げる要件

を満たすものとする。 

 

（ａ）コンテンツ及び時間編成（テレビジョン放送の場合）は、いかなる状

況においても、メディア・サービス提供者の責任及び編集の独立性に

影響を与えられないようなものとすること。 

 

（ｂ）スポンサーされる視聴覚メディア・サービス又は番組は、製品又はサ

ービスの購入又は貸借を直接奨励しないようなものとすること。特に

製品又はサービスに関する宣伝的な言及を行わないこと。 

 

（ｃ）視聴者には、明示的に、スポンサーシップ協定の存在を知らされるよ

うにすること。スポンサーされた番組は、明示的に、番組の冒頭、最

中及び／又は最後に、番組にとって適当な方法により、名前、ロゴ及

び／又はスポンサーのシンボル（製品又はサービスの言及又は特色の

あるサイン）等を示すことによって、その存在が分かるようにするこ

と。 

 

２．視聴覚メディア・サービス又は番組は、主な活動が、電子タバコ及び詰替

並びに紙巻きタバコその他タバコ製品の製造又は販売である事業体によってス

ポンサーされてはならない。 

 

３．医療品又は医療行為の製造又は販売を含む活動を行う事業体による視聴覚

メディア・サービス又は番組のスポンサーシップは、事業体の名前又は印象を

宣伝することができるが、メディア・サービス提供者の管轄下の加盟国の処方

箋でのみ利用可能な特別な医療品や医療行為を宣伝してはならない。 

 

４．ニュース及び時事問題の番組は、スポンサーされてはならない。加盟国

は、子供番組のスポンサーシップを禁止することができる。加盟国は、子供番

組、ドキュメンタリー及び宗教番組の中でのスポンサーシップのロゴの表示を



禁止することができる。 

 

第11条 

 

１．本条は、2009年12月19日以降に制作された番組のみに適用するものとす

る。 

 

２．プロダクト・プレイスメントは、ニュース及び時事番組、消費者関連番

組、宗教番組及び子供番組を除き、認められるものとする。 

 

３．プロダクト・プレイスメントを含む番組は、次に掲げる要件を満たすもの

とする。 

 

（ａ）コンテンツ及びスケジュール（テレビジョン放送の場合）又はカタロ

グ（オンデマンド視聴覚メディア・サービスの場合）の編成は、いか

なる状況の下でも、メディア・サービス提供者の責任及び編集の独立

性に影響を与えられないようなものとすること。 

 

（ｂ）製品又はサービスの購入又は貸借を直接奨励しないようなものとする

こと。特に製品又はサービスに関する宣伝的な言及を行わないこと。 

 

（ｃ）問題の製品に対して不適切な名声を与えないものとすること。 

 

（ｄ）視聴者は、視聴者側で混乱が生じないよう、番組の冒頭及び最後に適

当な表示により、また、広告による中断後番組が再開するときには、

明示的に、プロダクト・プレイスメントの存在を知らされるようにす

ること。 

 

加盟国は、メディア・サービス提供者又はメディア・サービス提供者の関連会

社によって、制作されておらず、かつ、委託されていない番組を除き、ポイン

ト（ｄ）で定める要件を課さないことができる。 

 



４．いかなる場合であっても、番組には、次に掲げるプロダクト・プレイスメ

ントを含めてはならない。 

 

（ａ）電子タバコ及び詰替並びに紙巻きタバコその他タバコ製品又は主な活

動がそれらの製品の製造若しくは販売である事業体のプロダクト・プ

レイスメント 

 

（ｂ）メディア・サービス提供者の管轄下の加盟国の処方箋でのみ利用可能

な特別の医療品又は医療行為 

 

第４章 

 

削除 

 

第12条 

 

削除 

 

第13条 

 

１．加盟国は、管轄下にあるオンデマンド視聴覚メディア・サービスのメディ

ア・サービス提供者が、そのカタログに少なくとも30パーセント以上の欧州作

品を確保するとともに、その作品を目立たせるよう措置するものとする。 

 

２．加盟国が管轄下にあるメディア・サービス提供者に対して欧州作品の制作

に財政的に貢献させるよう求める場合（コンテンツに対する直接投資及び国の

基金に対する貢献を含む。）、自国の領域内の視聴者を対象とするものの、他の

加盟国において開業しているメディア・サービス提供者に対しても、その財政

的貢献を求めることができる。ただし、その財政的貢献は、比例的かつ非差別

的なものとするものとする。 

 

３．第２項の場合において、財政的貢献は、対象とされた加盟国で得た収益の



みに基づくものとする。提供者が開業した加盟国も財政的貢献を課す場合、対

象とされた加盟国によって課された財政的貢献を考慮するものとする。いかな

る財政的貢献も、欧州連合の法、特に国庫補助ルールに適合するものとする。 

 

４．加盟国は、第１項及び第２項の施行状況について、2021年12月19日まで

に、それ以降は２年に１度、欧州委員会に報告するものとする。 

 

５．欧州委員会は、第１項及び第２項の適用について、加盟国から提供された

情報及び独立した調査研究に基づき、市場及び技術の発展並びに文化的多様性

の目的を考慮したうえで、欧州議会及び理事会に対して報告するものとする。 

 

６．第１項の規定に従って課せられた義務及び第２項において他の加盟国を対

象とするメディア・サービス提供者に対する要件は、低売上額又は少視聴者数

のメディア・サービス提供者に適用してはならない。加盟国は、視聴覚メディ

ア・サービスの性質又は意義の理由により実践的でなく、又は正当化されない

場合、当該義務又は要件を課さないことができる。 

 

７．欧州委員会は、第１項の欧州作品の割合の計算及び第６項の低売上額及び

少視聴者数の定義について、連絡委員会に協議した後、ガイドラインを発行す

るものとする。 

 

第５章 

 

テレビジョン放送における独占権及び短いニュース報道に関する規定 

 

第14条 

 

１．各加盟国は、管轄下にある放送事業者が、社会にとって、より重要である

と考えられるイベントについて、無料テレビジョンのライブ報道又は時差報道

によってフォローする可能性を当該加盟国の公衆の相当部分から奪うような、

独占的な放送をしないようにする措置を、欧州連合の法に従って講ずることが

できる。この場合、加盟国は、自国のものであろうとなかろうと、社会にとっ



て、より重要であると考えられるイベントを指定するリストを作成するものと

する。当該加盟国は、適切な時期に、明確かつ透明な方法により作成するもの

とする。また、作成に当たって、当該加盟国は、これらのイベントを、全体若

しくは部分的なライブ報道により利用可能なものとするか、又は、公共の利益

のために必要若しくは適当な場合、全体若しくは部分的な時差報道により利用

可能なものとするかについても決めるものとする。 

 

２．加盟国は、速やかに、第１項の規定に従って講じた、又は講じようとする

措置を、欧州委員会に通知するものとする。通知から３ヶ月以内に、欧州委員

会は、当該措置が欧州連合の法に適合するか確認し、当該措置を他の加盟国に

連絡するものとする。欧州委員会は、第29条の規定に従って設置される連絡委

員会の意見を求めるものとする。欧州委員会は、講じた措置を欧州連合の官報

に直ちに掲載し、少なくとも１年に１度、加盟国によって講じられた措置を統

合したリストを公開するものとする。 

 

３．加盟国は、管轄下にある放送事業者が、2007年12月18日以降、第１項及

び第２項に従って他の加盟国が指定したイベントについて、当該他の加盟国が

第１項に従って決めたところの、全体若しくは部分的なライブ報道、又は公共

の利益のために必要若しくは適当な場合の全体若しくは部分的な時差報道によ

って、他の加盟国の公衆の相当部分が無料テレビジョンでフォローする可能性

が奪われないように、当該加盟国の法体系の枠組の適当な方法により、当該放

送事業者が購入した独占権を行使しないような措置を講ずるものとする。 

 

第15条 

 

１．加盟国は、短いニュース報道のため、欧州連合に開業したいかなる放送事

業者からも、管轄下にある放送事業者によって独占的に伝送される、公衆にと

って関心の高いイベントに、公正、合理的、無差別的な条件でアクセスできる

よう措置するものとする。 

 

２．アクセスを求める放送事業者と同じ加盟国に開業した他の放送事業者が、

公衆にとって高い関心を有するイベントへの独占的な権利を得ている場合、ア



クセスは、同じ加盟国に開業した他の放送事業者に求めるものとする。 

 

３．加盟国は、放送事業者が、実行上の理由で不可能でない限り、少なくとも

出典を特定したうえで、伝送する放送事業者の信号の中から、短い抜粋を自由

に選択できるようにすることにより、当該アクセスが保証されるよう措置する

ものとする。 

 

４．第３項に対する選択肢として、加盟国は、他の方法により、公正、合理

的、無差別的な条件でアクセスを実現する同等のシステムを構築することがで

きる。 

 

⒌ 短い抜粋は、一般のニュース番組のためだけに利用されるものとするが、

同じ番組が同じメディア・サービス提供者によって時差で提供される場合に限

り、オンデマンド視聴覚メディア・サービスにおいて利用することができる。 

 

６．第１項から第５項までを妨げることなく、加盟国は、自国の法体系及び法

慣習に従って、特に補償の調整、短い抜粋の最大限の長さ、伝送に関する時間

制限に関し、その短い抜粋の規定に関する手順及び条件を定めるよう措置する

ものとする。補償の規定に当たっては、その額は、アクセスの提供により直接

生じる追加的な費用を越えてはならない。 

 

第６章 

 

テレビジョン番組の配信及び制作の促進 

 

第16条 

 

１．加盟国は、実行可能な場合適当な方法により、放送事業者が、欧州作品の

ために、ニュース、スポーツ・イベント、ゲーム、広告、テレテキスト・サー

ビス及びテレショッピングに割り当てられた時間を除く伝送時間の過半の割合

を留保するよう措置するものとする。この割合は、放送事業者の情報、教育、

文化、娯楽に関する視聴者への責任を踏まえ、適切な基準に基づき、徐々に実



現されるべきである。 

 

２．第１項で定める割合が達成できない場合、その割合は、当該加盟国の1988

年の平均値を下回ってはならない。 

 

ただし、ギリシャとポルトガルに関して、「1988年」は、「1990年」に置き換

えるものとする。 

 

３．加盟国は、1991年10月３日から起算して、２年に１度、欧州委員会に、本

条及び第17条の適用に関する報告書を提供するものとする。 

 

報告書は、特に、加盟国の権限となるテレビジョン番組に関する本条及び第17

条の割合の達成度に関する統計的な説明、割合を達成できない場合のその理

由、達成するために採用し、又は努力した措置を含むものとする。 

 

欧州委員会は、他の加盟国及び欧州議会に対して、適当な場合には意見を添え

て、報告書を通知するものとする。欧州委員会は、欧州連合の運営に関する条

約の規定に従って、本条及び第17条の適用を確保するものとする。欧州委員会

は、特に、数年間に達成した進展、番組編成における初放送の作品の割合、新

しいテレビジョン放送事業者の特別な環境及び低い視聴覚作品の制作能力又は

限定された言語地域を有する国の特定の状況に関することを意見に考慮するこ

とができる。 

 

第17条 

 

加盟国は、実行可能な場合適当な方法により、放送事業者が、放送事業者から

独立している制作者により創出された欧州作品のために、ニュース、スポー

ツ・イベント、ゲーム、広告、テレテキスト・サービス及びテレショッピング

に割り当てられた時間を除く伝送時間の少なくとも10パーセントを、又は、選

択的に、加盟国の裁量により番組予算の10パーセントを留保するよう措置する

ものとする。この割合は、放送事業者の情報、教育、文化、娯楽に関する視聴

者への責任を踏まえ、適切な基準に基づき、徐々に実現されるべきである。こ



の割合は、最近の作品、すなわち、制作から５年以内に伝送される作品に対す

る適切なものを指定しなければならない。 

 

第18条 

 

本章は、地方の視聴者のためのテレビジョン放送であって、国のネットワーク

の一部を形成しないものには、適用しないものとする。 

 

第７章 

 

テレビジョン広告及びテレショッピング 

 

第19条 

 

１．テレビジョン広告及びテレショッピングは、容易に、認識され得るものと

し、編集上のコンテンツから区別され得るものとする。新しい広告技術の利用

を妨げることなく、テレビジョン広告及びテレショッピングは、視覚的及び／

又は音響的及び／又は空間的方法により番組の他の部分から完全に切り離され

るものとする。 

 

２．１本のみの孤立した広告及びテレショッピングのスポットは、スポーツ・

イベントにおいて認められるものとする。１本のみの孤立した広告及びテレシ

ョッピングのスポットは、スポーツ・イベントの伝送時における場合を除き、

引き続き例外的なものとする。 

 

第20条 

 

１．加盟国は、テレビジョン広告及びテレショッピングが番組の間に挿入され

る場合、当該番組の自然な休止並びに当該番組の長さ及び性格を考慮し、番組

の統一性及び権利者の権利が妨げられないよう措置するものとする。 

 

２．テレビジョンのために製作された映画（シリーズ、連続ドラマ及びドキュ



メンタリーを除く。）、映画の著作物及びニュース番組は、少なくとも30分のス

ケジュールされた時間ごとに１度、テレビジョン広告、テレショッピング又は

その両方によって中断することができる。子供番組の伝送は、番組のスケジュ

ールされた時間が30分以上の場合に限り、少なくとも30分のスケジュールされ

た時間ごとに１度、テレビジョン広告及びテレショッピングによって中断する

ことができる。テレショッピングの伝送は、子供番組においては禁止されるも

のとする。いかなるテレビジョン広告及びテレショッピングも、宗教の番組の

間には挿入しないものとする。 

 

第21条 

 

医療行為に対するテレショッピングだけでなく、2001/83/EC指令の意義におけ

る市場認可に服している医療品のテレショッピングも、禁止されるものとす

る。 

 

第22条 

 

アルコール飲料のテレビジョン広告及びテレショッピングは、次に掲げる基準

に適合するものとする。 

 

（ａ）未成年者に特別に向けられたものでなく、特に飲料を消費する未成年

者を描かないこと。 

 

（ｂ）アルコールの消費を、肉体的パフォーマンスの強化又は運転に結びつ

かせないものとすること。 

 

（ｃ）アルコールの消費が社会的又は性的な成功に寄与するという印象を創

出しないものとすること。 

 

（ｄ）アルコールが健康に良い性質を持つこと、又は、アルコールが刺激性

飲料、鎮静剤、個人的な問題を解決する方法であることを主張しない

ものとすること。 

 



（ｅ）アルコールの極端な消費を奨励し、又は節制若しくは中庸を否定的に

表現しないものとすること。 

 

（ｆ）アルコールの度数が高いことを飲料の肯定的な性質として強調しない

ものとすること。 

 

第23条 

 

１．６時から18時までの時間帯におけるテレビジョン広告のスポット及びテレ

ショッピングのスポットの割合は、当該時間帯の20パーセントを超えてはなら

ない。18時から24時までの時間帯におけるテレビジョン広告のスポット及びテ

レショッピングのスポットの割合は、当該時間帯の20パーセントを超えてはな

らない。 

 

２．第１項は、次に掲げるものに適用してはならない。 

 

（ａ）放送事業者の番組及び当該番組と直接関係する補助的な製品並びに同

じ放送グループに属する他の事業体による番組及び視聴覚メディア・

サービスに関連する、当該放送事業者によって作られた告知 

 

（ｂ）スポンサーシップの告知 

 

（ｃ）プロダクト・プレイスメント 

 

（ｄ）編集上のコンテンツとテレビジョン広告又はテレショッピングのスポ

ット間の中立フレーム及び個別スポット間の中立フレーム 

 

第24条 

 

テレショッピングの表示枠は、視覚的及び音響的な方法等により明確に見分け

られるものとし、最低限15分連続するものとする。 

 



第25条 

 

この指令は、自己の宣伝のみを専門に扱ったテレビジョン・チャンネルだけで

なく、広告及びテレショッピングのみを専門に扱ったテレビジョン・チャンネ

ルにも準用するものとする。 

 

ただし、第20条、第23条及び第４章は、これらのチャンネルには適用してはら

ならない。 

 

第26条 

 

第４条を妨げることなく、加盟国は、欧州連合の法の当然の観点から、一又は

それ以上の他の加盟国の公衆によって直接又は間接に受信できない、自国の領

域のみに向けられたテレビジョン放送に関して、第20条第２項及び第23条の規

定以外の条件を定めることができる。 

 

第27条 

 

削除 

 

第９章 

 

テレビジョン放送における反論権 

 

第28条 

 

１．加盟国が民法、行政法、刑法の下に採択した他の規定を妨げることなく、

いかなる自然人又は法人も、国籍にかかわらず、正当な利益、特に評判や名誉

がテレビジョン番組における不正確な事実の言明によって侵害された場合、反

論権又は相当の救済措置が得られるようにしなければならない。加盟国は、反

論権又は相当の救済措置の実際の行使がそのために課される不当な条件によっ

て妨げられないよう措置するものとする。反論は、証拠に基づく要求後妥当な



時間の範囲内で、要求が言及する放送に関して適当な時間と方法において伝送

されるものとする。 

 

２．反論権又は相当の救済措置は、加盟国の管轄下にある全ての放送事業者に

対して適用されるものとする。 

 

３．加盟国は、反論権又は相当の救済措置を創設するために必要な措置を採択

するものとし、行使のために従うべき手続を決めるものとする。特に、加盟国

は、十分な時間を与えるとともに、手続が他の加盟国に居住又は開業する自然

人又は法人によっても適当に権利又は相当の救済措置が行使できる手続とする

よう措置するものとする。 

 

４．反論権又は相当の救済措置の行使の適用は、反論が第１項に従って定めら

れる条件では正当化されない場合、すなわち、罰すべき行動が含まれていると

き、放送事業者に民事訴訟の法的責任を負わせようとするものであるとき又は

世間体の標準を逸脱するときには、拒否することができる。 

 

５．規定は、反論権又は相当の救済措置の行使に関する紛争が司法審査に服さ

せることができる手続となるように定めるものとする。 

 

第９ａ章 

 

ビデオ共有プラットフォーム・サービスに適用される規定 

 

第 28ａ条 

 

１．この指令において、指令 2000/31/EC第３条第１項の意義における一の加

盟国の領域内で開業したビデオ共有プラットフォーム提供者は、当該加盟国の

管轄下にあるものとする。 

 

２．いずれの加盟国の領域内にも開業しておらず、第 1項の規定に該当しない

ビデオ共有プラットフォーム提供者も、この指令において、次に掲げる場合に



は、当該各ポイントに掲げる加盟国の領域内で開業されたものとみなす。 

 

（ａ）その加盟国の領域内に開業された親会社又は子会社がある場合 

 

（ｂ）その加盟国の領域内に開業されたグループの一部又はグループ内の事

業体がある場合 

 

この指令において、 

 

（ａ）「親会社（parent undertaking）」とは、一又はそれ以上の子会社を管

理する事業体をいう。 

 

（ｂ）「子会社（subsidiary undertaking）」とは、親会社によって管理され

る事業体をいい、最上位の親会社のいかなる子会社を含む。 

 

（ｃ）「グループ（group）」とは、経済的及び法的な組織上の結びつきを有

する親会社、その全ての子会社及び全ての他の事業体をいう。 

 

３．第２項の適用においては、グループの親会社、子会社又は他の事業体がそ

れぞれ異なる加盟国で開業している場合、ビデオ共有プラットフォーム提供者

は、親会社が開業する加盟国に、親会社の開業がないであってその子会社が開

業する場合、その子会社が開業する加盟国に、又は、そのような開業がない場

合、グループの事業体が開業する加盟国に、開業されたものとみなす。 

 

４．第３項の適用においては、子会社が複数存在し、それぞれが異なる加盟国で

開業する場合、ビデオ共有プラットフォーム提供者は、その複数の子会社のうち

活動を最初に開始した加盟国に開業されたものとみなす（ただし、当該加盟国の

経済と安定的かつ効果的な結びつきが維持されている場合に限る。）。 

 

グループの一部である他の事業体が複数存在し、それぞれが異なる加盟国で開

業する場合、ビデオ共有プラットフォーム提供者は、その複数の他の事業体のう

ち活動を最初に開始した加盟国に開業されたものとみなす（ただし、当該加盟国



の経済と安定的かつ効果的な結びつきが維持されている場合に限る。）。 

 

５．この指令の適用のため、2000/31/EC指令第３条及び第 12条から第 15条ま

では、本条第２項に従って一の加盟国に開業されたものとみなされたビデオ共

有プラットフォーム提供者に適用するものとする。 

 

６． 加盟国は、自国の領域内に開業し、又は開業したものとみなされたビデオ

共有プラットフォーム提供者の最新のリストを作成し、更新し、その管轄が第１

項から第４項までのいずれの基準に基づくものかを示すものとする。加盟国は、

欧州委員会に対して、更新された部分を含め、そのリストを通知するものとす

る。欧州委員会は、当該リストが集権的なデータベースで利用できるよう措置す

るものとする。 

 

欧州委員会は、リスト間に不一致がある場合、解決策を見つけるために関係する

加盟国に接触するものとする。欧州委員会は、各国の規制当局又は団体がそのデ

ータベースにアクセスできるよう措置するものとする。欧州委員会は、データベ

ースの情報を誰でも利用できるようにするものとする。 

 

７．本条の適用に当たって、管轄するとする加盟国について、関係する加盟国間

で合意しない場合、遅滞なく、欧州委員会の注意を喚起するものとする。欧州委

員会は、欧州委員会及び欧州視聴覚メディア・サービス規制者グループ（ERGA）

に対して、第 30ｂ条第３項ポイント（ｄ）に従って、当該事案に関する意見を

求めることができる。ERGAは、欧州委員会の求めが提出されてから 15営業日

以内に意見を述べるものとする。欧州委員会は、第 29条によって創設された連

絡委員会に適切に知らせるものとする。 

 

第 28ｂ条 

 

１．指令 2000/31/ECの第 12条から第 15条までを妨げることなく、加盟国

は、管轄下にあるビデオ共有プラットフォーム提供者が保護のための次に掲げ

る措置を講ずるよう措置するものとする。 

 



（ａ）第6ａ条第１項に従って、肉体的、精神的又は道徳的な発達を阻害す

るおそれのある番組、利用者生成ビデオ及び視聴覚商業通信から未成

年者を保護すること。 

 

（ｂ）憲章第21条のいずれかの事項に基づくグループ又はグループの一員に

対する暴力又は憎悪の扇動を含むコンテンツから番組、利用者生成ビ

デオ及び視聴覚商業通信から公衆を保護すること。 

 

（ｃ）その伝播が欧州連合の法の下で犯罪（すなわち、2017/541/EU指令第

5条に規定するテロリストの攻撃の挑発の公開、欧州議会及び理事会

2011/93/EU指令第５条第４項に規定する児童ポルノに関する行為、

2011/913/JHA枠組決定第１条に規定する人種差別及び外国人排斥とな

る行為）を構成するコンテンツから番組、利用者生成ビデオ及び視聴

覚商業通信から公衆を保護すること。 

 

２．加盟国は、管轄下にあるビデオ共有プラットフォーム提供者が、その者に

よって市場に投入され、販売され、又は調整される視聴覚商業通信について、

第９条第１項に規定する要件に適合するよう措置するものとする。 

 

加盟国は、管轄下にあるビデオ共有プラットフォーム提供者が、その者によっ

て市場に投入され、販売され、又は調整される視聴覚商業通信について、それ

らの視聴覚商業通信に対するビデオ共有プラットフォーム提供者が行使できる

管理の限定性を考慮しつつ、第９条第１項に規定する要件に適合するよう適当

な措置を講ずるよう措置するものとする。 

 

加盟国は、視聴覚商業通信が第３項第３サブパラグラフポイント（ｃ）の下述

べられている場合、又はビデオ共有プラットフォーム提供者がその事実を承知

している場合、番組及び利用者生成ビデオに視聴覚商業通信が含まれること

を、当該提供者が利用者に明確に知らせるよう措置するものとする。 

 

加盟国は、子供が栄養的又は心理的な効果を有する養分や成分を含む食品や飲

料（特に全体の食事の中で過度な摂取が推薦されない、脂肪、トランス脂肪



酸、塩分、砂糖等）の視聴覚商業通信に触れる機会を効果的に減じることを目

的とする第４ａ条第１項に規定される行動規範を通じた共同規制の利用及び自

主規制の推進を奨励するものとする。その行動規範は、当該視聴覚商業通信が

当該視聴覚商業通信が当該食品及び飲料の栄養面の正の性質を強調することが

ないよう意図して規定するものとする。 

 

３．第１項及び第２項においては、適当な措置は、侵害されるおそれのある正

当な権利及び利益（一般的な公共の利益だけでなく、コンテンツを生成又はア

ップロードした利用者及びビデオ共有プラットフォーム事業者の権利及び利益

を含む。）のほか、問題のコンテンツの性質、生じるかもしれない害、保護さ

れるべき人の範疇の特徴の観点から決められるものとする。 

 

加盟国は、管轄下にあるビデオ共有プラットフォーム提供者が当該措置を講ず

るよう措置するものとする。その措置は、ビデオ共有プラットフォーム提供者

の規模及び提供されるサービスの性質を考慮して、実行可能かつ比例的なもの

とする。その措置は、2000/31/EC指令第 15条に反するコンテンツの事前管理

措置又はアップロードのフィルタリングとしてはならない。未成年者の保護の

ため、本条第１項ポイント（ａ）のとおり、最も有害なコンテンツは、最も厳

格なアクセス・コントロールの措置に服するものとする。 

 

その措置は、適当な場合、次に掲げるものから構成されるものとする。 

 

（ａ）第１項の要件を、ビデオ共有プラットフォーム提供者の取扱条件の中

に含め、適用すること。 

 

（ｂ）市場に投入され、販売され、又は調整される視聴覚商業通信につい

て、第９条第１項に規定する要件を、ビデオ共有プラットフォーム提

供者の取扱条件の中に含め、適用すること。 

 

（ｃ）利用者生成ビデオをアップロードする利用者に対して、そのビデオに

視聴覚商業通信が含まれるかどうかについて、その利用者が知る、又

は合理的に知ることが期待され得る限り、明らかにする機能を設ける



こと。 

 

（ｄ）ビデオ共有プラットフォームの利用者が、そのプラットフォーム上に

ある第１項のコンテンツを、当該ビデオ共有プラットフォーム提供者

に報告し、又はフラグ付けをする透明で利用者に分かりやすい仕組を

構築し、運用すること。 

 

（ｅ）ビデオ共有プラットフォーム提供者が、その利用者に対して、ポイン

ト（ｄ）の報告及びフラグ付けに与える効力を説明するシステムを構

築し、運用すること。 

 

（ｆ）未成年者の肉体的、精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのある

コンテンツに関して、ビデオ共有プラットフォームの利用者に対する

年齢確認システムを構築し、施行すること。 

 

（ｇ）ビデオ共有プラットフォームの利用者が第１項のコンテンツを格付け

することができる利用しやすいシステムを構築し、施行すること。 

 

（ｈ）未成年者の肉体的、精神的又は道徳的な発達を阻害するおそれのある

コンテンツに関して、最終利用者の管理下にあるペアレンタル管理シ

ステムを提供すること。 

 

（ｉ）ポイント（ｄ）からポイント（ｈ）までの措置の施行に関して、ビデ

オ共有プラットフォーム提供者に対する利用者からの苦情を取り扱

い、解決する、透明で、利用しやすく、効果的な手続を構築し、運用

すること。 

 

（ｊ）メディア・リテラシーの効果的な措置を提供し、その措置及びツール

に関する利用者の認知度を上げること。 

 

第三サブパラグラフポイント（ｆ）から（ｈ）までの規定に従ってビデオ共有

プラットフォーム提供者が収集し、又は生成した個人データは、ダイレクト・



マーケティング、プロファイリング及び行動ターゲット広告等の商業目的のた

めには処理してはならない。 

 

４．本条の第１項及び第３項の措置の施行のため、加盟国は、第４ａ条第１項

に規定する共同規制を奨励するものとする。 

 

５．加盟国は、ビデオ共有プラットフォーム提供者が講じた第３項の措置の適

格性を評価するために必要な仕組を構築するものとする。加盟国は、その措置

の評価を各国の規制当局又は団体に委託するものとする。 

 

６．加盟国は、本条第３項の措置よりも詳細又は厳格な措置をビデオ共有プラ

ットフォーム提供者に課すことができる。その措置を採択する場合、加盟国

は、2000/31/EC指令第 12条から第 15条まで又は 2011/93/EC指令第 25条

等、関係する欧州連合の法が定める要件に従うものとする。 

 

７．加盟国は、裁判外の解決の仕組が第１項及び第３項の適用に関する利用者

とビデオ共有プラットフォーム提供者の間の紛争の解決のために利用可能とな

るよう措置するものとする。当該仕組は、紛争を公平に解決するものとし、国

内法によって与えられている法的な保護を奪ってはならない。 

 

８．加盟国は、第１項及び第３項の規定に従うビデオ共有プラットフォーム提

供者に関して、利用者が裁判に訴える権利を保障されるよう措置するものとす

る。 

 

９．欧州委員会は、ビデオ共有プラットフォーム提供者に対し、第 4項の共同

規制の行動規範に関するベスト・プラクティスを交換するよう奨励するものと

する。 

 

10．加盟国及び欧州委員会は、第４ａ条第２項の欧州連合の行動規範を通じて

自主規制を推進することができる。 

 

第10章 

 



連絡委員会 

 

第29条 

 

１．連絡委員会は、欧州委員会の援助を受けて設置される。委員会は、加盟国

の主務当局の代表により構成されるものとする。委員会は、欧州委員会の代表

によって議事運営されるものとし、欧州委員会の代表によるイニシアティブ又

は加盟国の代表団の求めにより開催される。 

 

２．連絡委員会の業務は、次に掲げることとする。 

 

（ａ）指令の適用に関する実際的な問題、特に第２条の適用から生じる実際

的な問題及び意見交換が有効と考えられる他の事項に関して、定期的

に協議を行うことによって、この指令の効果的な施行を円滑にするこ

と。 

 

（ｂ）独自の意見を述べるとともに、この指令の加盟国における適用に関し

て欧州委員会によって求められた意見を述べること。 

 

（ｃ）加盟国が第16条第３項の規定に従って提出しなければならない報告書

において取り扱うべき事項及びその方法に関する意見を交換する場と

すること。 

 

（ｄ）欧州委員会が、放送に関する団体、制作者、消費者、製作者、サービ

ス提供者、労働組合の代表及び創造者のコミュニティと行う定期的な

協議の結果を議論すること。 

 

（ｅ）技術分野の関連性のある開発だけでなく、欧州連合の視聴覚政策を考

慮した、視聴覚メディア・サービスの規制に関する状況及び動向に関

して、加盟国と欧州委員会の間の情報交換を円滑にすること。 

 

（ｆ）意見交換が有効と思われる産業において生じている発展を検証するこ



と。 

 

第11章 

 

加盟国の規制団体間の協力 

 

第30条 

 

１．各加盟国は、一又はそれ以上の規制当局、団体又はその双方を指名するも

のとする。加盟国は、それらが法的に政府から区別され、機能的に政府及びい

かなる公的又は私的団体からも独立するよう措置するものとする。これは、加

盟国が異なる分野を監督する規制者を設定することを妨げない。 

 

２．加盟国は、各国の規制当局又は団体が公平かつ透明に、この指令の目的、特

にメディアの多元性、文化及び言語の多様性、消費者保護、アクセシビリティ、

非差別、域内市場の有効な機能及び公正な競争の促進に従って、その権限を行使

するよう措置するものとする。 

 

各国の規制当局又は団体は、欧州連合の法を施行する国内法の下割り当てられ

た業務の行使に関し、いかなる団体からも指示を求めたり、得てはならない。こ

れは、各国の憲法に従って監視することを妨げてはならない。 

 

３．加盟国は、各国の規制当局又は団体の説明責任の確保の方法だけでなく、そ

の所管及び権限を明確に法で定めるものとする。 

 

４．加盟国は、各国の規制当局又は団体が、その業務を効果的に実施し、ERGA

の作業に貢献するために必要な財政的及び人的資源並びに執行能力を有するよ

う措置するものとする。加盟国は、各国の規制当局又は団体が一年毎の予算を得

るよう措置し、その内容は公開するものとする。 

 

５．加盟国は、各国の規制当局若しくは団体の長又はその役割を果たす合議体の

構成員の任命及び解任の条件及び手続を、任期を含め、国内法において定めるも



のとする。手続は、透明かつ非差別的であって、独立性に関する必要な程度を保

障するものとする。各国の規制当局若しくは団体の長又は各国の規制当局若し

くは団体においてその役割を果たす合議体の構成員は、加盟国レベルであらか

じめ規定された義務の履行のために求められる条件を満たせなくなるとき、解

任されることがある。解任の決定は、十分に正当化されるものであり、事前通知

の制約に従うものであり、かつ、公開されるものとする。 

 

６．加盟国は、効果的な訴えの仕組を国内レベルで存置するよう措置するもの

とする。訴えを受理する団体は、裁判所とすることができるが、訴えに関わる

当事者から独立しているものとする。 

 

訴えの結果が未決の場合、暫定的な措置が国内法に従って定められていない限

り、各国の規制当局又は団体の決定が有効になるものとする。 

 

第30ａ条 

 

１．加盟国は、各国の規制当局又は団体が、この指令（特に第２条、第３条及

び第４条）の適用のために必要となる情報を、各国の規制当局又は団体相互及

び欧州委員会に提供するための適当な措置を講ずるものとする。 

 

２．第１項の下での情報交換において、規制当局又は団体が、管轄下にあるメ

ディア・サービス提供者から、その提供するものの全部又は大部分が他の加盟

国の視聴者に向けているという情報を得た場合、管轄する加盟国の規制当局又

は団体は、当該他の加盟国の規制当局又は団体に知らせるものとする。 

 

３．他の加盟国の管轄下にあるメディア・サービス提供者によってその領域内

に向けられた加盟国の規制当局又は団体が、当該提供者の活動に関する要求

を、当該提供者を管轄する加盟国の規制当局又は団体に送付した場合、送付を

受けた規制当局又は団体は、要求を２ヶ月以内（この指令の規定に従って適用

可能な場合、短い時限を設定することを妨げない。）に解決するための最大限

の努力を行うものとする。その領域内に向けられた加盟国の規制当局又は団体

は、求めに応じて、当該要求の解決に資するあらゆる情報を管轄する加盟国の



規制当局又は団体に提供するものとする。 

 

第30ｂ条 

 

１．欧州視聴覚メディア・サービス規制者グループ（ERGA）は、この指令に

基づき設置される。 

 

２．ERGAは、視聴覚メディア・サービスの監督について主たる責任を有す

る、視聴覚メディア・サービス分野の各国の規制当局又は団体の代表者によっ

て構成されるものとする。また、国レベルの規制当局又は団体がない場合、選

択の手続を経た代表者によって構成されるものとする。欧州委員会の代表者

は、ERGAの会合に参加するものとする。 

 

３．ERGAは、次に掲げる業務を行うものとする。 

 

（ａ）欧州委員会に対して次に掲げる事項に関する技術的な専門的知見を提

供すること。 

  －全ての加盟国におけるこの指令の一貫性ある施行の確保 

  －所掌する視聴覚メディア・サービスに関する事項 

 

（ｂ）アクセシビリティ及びメディア・リテラシーを含む視聴覚メディア・

サービスの規制枠組の適用に関する経験及びベストプラクティスを交

換すること。 

 

（ｃ）この指令、特に第３条、第４条及び第７条の適用に関して、協力し、

必要な情報をその構成員に提供すること。 

 

（ｄ）欧州委員会に求められた場合、第２条第５ｃ項、第３条第２項及び第

３項、第４条第４項ポイント（ｃ）並びに第28ａ条第７項の規定に従

う技術及び事実に関する意見を述べること。 

 

４．ERGAは、その手続規則を採択するものとする。 

 



第12章 

 

最終規定 

 

第31条 

 

この指令が調和しない分野において、この指令は、電気通信又は放送を取り扱

う既存の取極から生じる加盟国の権利及び義務に影響を与えてはならない。 

 

第32条 

 

加盟国は、この指令が対象とする分野において採択される国内法の主な規定の

文書を欧州委員会に連絡するものとする。 

 

第33条 

 

欧州委員会は、加盟国のこの指令の適用を監視するものとする。 

 

遅くとも2022年12月19日までに、それ以降は３年に１度、欧州委員会は、欧

州議会、理事会、欧州経済社会評議会に対して、この指令の適用に関する報告

書を提出するものとする。 

 

遅くとも2026年12月19日までに、欧州委員会は、欧州議会及び理事会に対し

て、この指令の影響及び付加された価値に関する事後評価を、必要な場合には

見直しのための提案を添えて、提出するものとする。 

 

欧州委員会は、連絡委員会及びERGAに対して、他の業務や活動を適切に知ら

せるものとする。 

 

欧州委員会は、この指令で調和される分野において加盟国が講じた措置の情報

が、連絡委員会及びERGAに通知されるよう措置するものとする。 

 



第33ａ条 

 

１．加盟国は、メディア・リテラシーのスキルの発展を推進し、そのための措

置を講ずるものとする。 

 

２．2022年12月19日までに、それ以降は３年に１度、加盟国は、欧州委員会

に対して、第１項の施行に関する報告書を提出するものとする。 

 

３．欧州委員会は、連絡委員会に協議した後、当該報告書の範囲に関するガイ

ドラインを発行するものとする。 

 

第34条 

 

89/552/EC指令は、別表１のパートＡにリスト化された指令によって改正され

ているが、別表１のパートＢで定める指令の国内法制化の期限に関する加盟国

の義務を妨げることなく、廃止される。 

 

廃止された指令に対する引用は、この指令の引用と解釈されるものとし、別表

２の相関表に従って読み替えるものとする。 

 

第35条 

 

この指令は、欧州連合の官報の公表の日の後の20日目に発効するものとする。 

 

第36条 

 

この指令は、加盟国を名宛人とする。 

 

2010年３月10日 ストラスブールにて 

 

 欧州議会のために  理事会のために 

   議長     議長 



   J．ブゼク     D．ロペス ガリド 

 

 

別表１及び別表２ （略） 

 

（2018/1808/EU 指令第２条から第４条まで） 

 

第２条 

 

１．加盟国は、この指令の適合に必要な法、規制及び行政手続を 2020 年 12 月

19 日までに発効するよう措置するものとする。加盟国は、速やかにそれらの文

書を欧州委員会に通知するものとする。 

 

加盟国は、その規定を採択した場合、この指令に関する参考資料を含めるか、又

は公布に当たってその参考資料を添付するものとする。加盟国は、当該参考資料

の作成方法を決めるものとする。 

 

２．加盟国は、この指令が範囲とする分野において採択する国内法の主たる規定

を欧州委員会に文書で通知するものとする。 

 

第３条 

 

この指令は、欧州連合の官報の公表の日の後の20日目に発効するものとする。 

 

第４条 

 

この指令は、加盟国を名宛人とする。 

 

2018年11月14日 ストラスブールにて 

 

 欧州議会のために  理事会のために 

   議長     議長 



   A．タヤーニ    K．エッツタドラー 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

（付記） 

 本研究は、メディア・コミュニケーション研究所研究プロジェクト「インター

ネット時代のメディア法の行方」（2018 年度、代表者：鈴木秀美教授）の成果の

一部である。 
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